


















福島復興再生特別措置法案福島復興再生特別措置法案福島復興再生特別措置法案福島復興再生特別措置法案（（（（仮称仮称仮称仮称））））のののの早期制定早期制定早期制定早期制定にににに向向向向けてけてけてけて（（（（案案案案））））        
 

  平成２３年１２月２８日 

福 島 県 

 

 政府の骨子案を踏まえ、福島復興再生協議会及び幹事会で政府に

求めてきた事項が盛り込まれ、中・長期にわたる本県の復興・再生

を支える恒久的な包括法となるよう引き続き対応する。    

特に、   

 

○○○○原子力災害原子力災害原子力災害原子力災害にににに関関関関するするするする国国国国のののの責任責任責任責任とととと、、、、復興再生復興再生復興再生復興再生にににに係係係係るるるる県県県県・・・・市町村市町村市町村市町村のののの自自自自

主性主性主性主性のののの尊重尊重尊重尊重のののの明記明記明記明記                    

   

○○○○県民県民県民県民のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心なななな暮暮暮暮らしにらしにらしにらしに必要必要必要必要なななな国国国国のののの施策施策施策施策実施実施実施実施のののの明文化明文化明文化明文化                                        

・県民の健康管理、地域の医療・福祉の確保、児童・学生への影

響の防止や教育機会の確保など子育て環境の整備、安心して暮

らせる生活環境の実現、放射能に関する正しい知識・理解の普

及、技術開発等、多岐にわたる対策の条文化  

 

○○○○放射能被害放射能被害放射能被害放射能被害からのからのからのからの産業振興産業振興産業振興産業振興のためののためののためののための使使使使いいいい勝手勝手勝手勝手のののの良良良良いいいい制度制度制度制度のののの創設創設創設創設            

 ・復興特区制度を踏まえた使い勝手が良い産業振興の制度設計     

 ・観光や農林水産業の復興・再生のための措置 

 ・再生可能エネルギー、医療関連産業など、未来を担う産業創出

に向けた本県独自の支援措置の充実        

 ・放射能対策に関連する公的機関の福島県内への誘致の推進     

 ・企業立地の促進と雇用に関する施策の実施 

 

○○○○更更更更なるなるなるなる税制税制税制税制上上上上のののの優遇措置優遇措置優遇措置優遇措置のののの充実充実充実充実                

・企業の県外流出、長期避難による雇用確保の困難化など厳しい

県内産業の実情を踏まえ、法人税や地方税など、引き続き、復

興特区を上回るさらなる税制上の優遇措置の充実      

 

○○○○法制定後法制定後法制定後法制定後のののの迅速迅速迅速迅速かつかつかつかつ柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応        

 ・スピード感ある法律の執行と、今後新たに生ずる課題に関する

県・市町村等の提案等への迅速かつ柔軟な対応   

 

○○○○福島福島福島福島のののの復興再生復興再生復興再生復興再生にににに要要要要するするするする財源財源財源財源のののの確保確保確保確保                                    

・放射能対策や、被災地域のインフラ復旧・復興などに要する長

期にわたる十分な財源の確保        

資料２－２ 





◇被害報告額及び決定額 県土整備班

○「公共土木施設」の状況

○「農林水産施設」の状況

○「文教施設」の状況

平成24年1月27日現在（単位：百万円）

種別 内容

件数 金額 件数 金額 件数 金額

被害報告額 1,790 259,826 3,159 56,376 4,949 316,202

決定額 1,688 160,612 1,943 32,994 3,631 193,606

被害報告額 － － － － 5,104 245,300

決定額 97 34,339 2,039 62,703 2,136 97,042

被害報告額 88 22,889 505 18,189 593 41,078

決定額 69 2,357 442 13,113 511 15,470

被害報告額 1,878 282,715 3,664 74,565 10,646 602,580

決定額 1,854 197,308 4,424 108,810 6,278 306,118

※福島第１原発20km圏内の災害査定については、現段階で想定できない。
※決定額とは、国による災害査定後の被害確定額である。

また、額には緊急砂防等災害関連事業などの補助事業等も含む。
※農林水産施設被害報告額の県工事・市町村工事の別は災害査定申請時に決定することとして

いるため未定。
※農林水産施設の県工事には国直轄災害復旧事業費を含む。

・１月２７日までに２０回にわたり査定を実施。
・県、市町村合わせて、５１１学校等施設、約１５４億７千万円の決定を受けた。

・１月２７日までに３６回（農地・農業用施設・農業集落排水等２８回、治山

施設３回、林道施設５回）にわたり査定を実施。

・県、市町村合わせて２，１３６箇所、約９７０億４千万円の決定を受けた。

・１２月２８日までに警戒区域及び計画的避難区域の一部を除き、全ての災害

査定を完了した。

・災害査定は５８回（道路・河川等２１回、下水・公園等１２回、港湾・漁港

２０回、公営住宅５回）にわたり実施し、県、市町村合わせて３，６３１箇所、

約１，９３６億１千万円の決定を受けた。

公共土木
施設

農林水産
施設

合計

文教施設

県工事 市町村工事 合計



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

1 県外情報発信事業

全国向け民放テレビ番組を活用し、福島の
“今”の魅力を発信することにより、本県の
農林水産物や観光に対する風評被害を払
拭させることを目的とするもの。 15,498

めざましテレビ　柳津町紅葉中継　11月2日
旅サラダ　会津若松市、外観光地紹介　11月5日
もしもツアーズ　南会津町、下郷町、会津若松市観
光地紹介　11月12日
東日本女子駅伝　福島市中継　11月13日
報道ステーション　いわき白水阿弥陀堂中継　11
月16日

知
事
直
轄

23
当初

2
復興緊急プロジェクト事
業

各部の事業と連携し、「感謝」と「ふくしまの
今」をキーワードに各種媒体で情報発信を
行うとともに、「新生ふくしま」のイメージを発
信する。

180,650

事業実施に向け準備中
知
事
直
轄

12月
補正

3
地方振興局重点施策推
進事業費

重点施策推進事業において、東日本大震
災による新たな地域課題への対応を追加。

25,000

【主な事業】
県北：首都圏での桃のPRイベント開催
県中：首都圏キャラバン隊による風評被害払拭
　　　のための要請活動
県南：県外での県南・いわき・南会津の三地方
　　（南部軸）連携による復興イベント開催
会津：大学生と連携した地元産品の復興支援
南会津：風評被害払拭のための観光物産展
相双：「がんばろう そうそう！」復旧・復興支援
　　　プロジェクト

総
務

23
当初

4
私立学校設備整備事業
等補助金

私立学校を設置する学校法人等が国の補
助を受けて実施する学校施設等の災害復
旧事業に対して補助

305,250

被災法人等に対し、国庫補助事業対象計画を照
会中。　１月２４日現在、１９１校中、提出済１１３
校、予定なし７８校

総
務

5月
補正

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

1



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

5
福島県私学振興基金協
会貸付金

（社）福島県私学振興基金協会による貸付
等を通じて東日本大震災等により被災した
私立学校の災害復旧等を支援

254,118

１月２４日現在、貸付１３件１２５，４６０千円
総
務

5月
補正

6
私学学校運営費補助金
（一般分）

私立学校を設置する学校法人が、東日本大
震災等により、就学が困難となった生徒等
に対し、授業料等を免除した場合、補助金
を交付（小・中・高・幼稚園分）

176,304

１月２４日現在、１４法人２１校（小中高）へ７４，３３
６，１８２円交付決定、３７，１５８千円支払済 総

務
5月
補正

7
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

（社）福島県全私立幼稚園協会が、東日本
大震災等により、就学が困難となった幼児
の保育料等を免除した場合、免除した額の
範囲内で補助金を交付（学校法人立以外の
幼稚園分）

2,056

交付要綱策定中

総
務

5月
補正

8
私立専修学校運営費補
助金

私立専修学校を設置する学校法人が、東日
本大震災等により、就学が困難となった生
徒に対し、授業料等を免除した場合、補助
金を交付

31,318

事業計画収受済

総
務

5月
補正
9月
補正

9
私立専修学校振興助成
事業補助金

（社）福島県私立専修学校各種学校連合会
が、東日本大震災等により、就学が困難と
なった生徒の授業料等を免除する非学校法
人立の専修学校・各種学校に対し、免除し
た額の範囲内で補助金を交付

11,910

事業計画収受済

総
務

5月
補正
9月
補正

10
緊急スクールカウンセ
ラー等派遣事業

東日本大震災により被災した児童生徒等の
心のケアなどに当たるため、国の委託によ
り、緊急にスクールカウンセラー等の派遣を
実施

22,887

福島県臨床心理士会へ事業委託済。７月１日以降
２２校へ１５人計１２４回派遣（１１月３０日現在）。

総
務

5月
補正

2



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

11
私学学校運営費補助金
（一般分）

私立学校の児童・生徒等が受ける放射線量
の低減を図るため、校庭・園庭の表土の改
善等を行う工事及び校舎等を洗浄するため
の高圧洗浄機等を整備する費用を補助
（小・中・高・幼稚園分）

284,957
総
務

3号
補正
(専決)

12
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

非学校法人立の私立幼稚園の園児が受け
る放射線量の低減を図るため、園庭の表土
の改善等を行う工事及び園舎等を洗浄する
ための高圧洗浄機等を整備する費用を補
助

5,764
総
務

3号
補正
(専決)

13
私立専修学校運営費補
助金

学校法人立の専修学校の生徒が受ける放
射線量の低減を図るため、校庭の表土の改
善等を行う工事及び校舎等を洗浄するため
の高圧洗浄機等を整備する費用を補助

12,614
総
務

3号
補正
(専決)

14
私立専修学校振興助成
事業補助金

非学校法人立の専修学校の生徒が受ける
放射線量の低減を図るため、校舎等を洗浄
するための高圧洗浄機等を整備する費用を
補助

298
総
務

3号
補正
(専決)

15
私立学校運営費補助金
（一般分）

私立学校の児童・生徒等が受ける放射線量
の更なる低減を図るため、校庭・園庭の表
土の改善等を行う工事及びエアコン等を整
備する費用を補助（小・中・高・幼稚園分）

751,638
総
務

6月
補正

16
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

非学校法人立の私立幼稚園の園児が受け
る放射線量の更なる低減を図るため、園庭
の表土の改善等を行う工事及びエアコン等
を整備する費用を補助

40,473
総
務

6月
補正

17
私立専修学校運営費補
助金

学校法人立の専修学校の生徒が受ける放
射線量の更なる低減を図るため、校庭の表
土の改善等を行う工事及びエアコン等を整
備する費用を補助

35,177
総
務

6月
補正

１月５日現在１７８校中
（表土改善）
実施済１３０、実施中２、今後実施予定１９、実施予
定なし２７
（高圧洗浄機）
実施済８０、実施中０、今後実施予定１９、実施予
定なし７９
（泥落としマット）
実施済５３、実施中０、今後実施予定１９，実施予
定なし１０６
（エアコン）
実施済９２、実施中５、今後実施予定２０、実施予
定なし６１
（扇風機）
実施済５３、実施中１、今後実施予定４、実施予定
なし１２０

3



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

18
私立専修学校振興助成
事業補助金

非学校法人立の専修学校の生徒が受ける
放射線量の更なる低減を図るため、校庭の
表土の改善等を行う工事及びエアコン等を
整備する費用を補助

18,289
総
務

6月
補正

19
私立学校運営費補助金
（一般分）

緊急時避難準備区域に所在する私立高等
学校及び幼稚園の校庭・園庭の表土の改
善等を行う工事、エアコン等及び高圧洗浄
機等を整備する費用を補助

28,553
総
務

9月
補正

20
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

緊急時避難準備区域に所在する非学校法
人立の私立幼稚園の園庭の表土の改善等
を行う工事、エアコン等及び高圧洗浄機等
を整備する費用を補助

2,406
総
務

9月
補正

21
私立学校運営費補助金
（一般分）

私立学校の児童・生徒等が受ける放射線量
の更なる低減を図るため、校庭・園庭の表
土の改善等を行う工事及びエアコンを整備
する費用の補助率の変更等

876,429
総
務

12月
補正

22
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

非学校法人立の私立幼稚園の園児が受け
る放射線量の更なる低減を図るため、園庭
の表土の改善等を行う工事及びエアコンを
整備する費用の補助率を変更等

44,650
総
務

12月
補正

23
私立専修学校運営費補
助金

学校法人立の専修学校の生徒が受ける放
射線量の更なる低減を図るため、校庭の表
土の改善等を行う工事及びエアコンを整備
する費用の補助率の変更等

39,608
総
務

12月
補正

24
私立専修学校振興助成
事業補助金

非学校法人立の専修学校の生徒が受ける
放射線量の更なる低減を図るため、校庭の
表土の改善等を行う工事及びエアコンを整
備する費用の補助率の変更等

18,253
総
務

12月
補正

25 医科大学災害復旧事業
公立大学法人福島県立医科大学の施設・
設備等に係る災害復旧経費の補助

72,628
事業実施中。（一部は完了） 総

務
6月
補正

１月５日現在１７８校中
（表土改善）
実施済１３０、実施中２、今後実施予定１９、実施予
定なし２７
（高圧洗浄機）
実施済８０、実施中０、今後実施予定１９、実施予
定なし７９
（泥落としマット）
実施済５３、実施中０、今後実施予定１９，実施予
定なし１０６
（エアコン）
実施済９２、実施中５、今後実施予定２０、実施予
定なし６１
（扇風機）
実施済５３、実施中１、今後実施予定４、実施予定
なし１２０

4



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

26 会津大学災害復旧事業
公立大学法人会津大学の施設・設備等に
係る災害復旧経費の補助

83,815
事業実施中。 総

務
6月
補正

27
医科大学東日本大震災
被災学生就学支援事業

東日本大震災被災学生等の授業料等減免
により生じる公立大学法人福島県立医科大
学の収入減について補助

20,136
法人の被災学生等への授業料等減免実施中。
県、補助事業実施に向け準備中。

総
務

12月
補正

28
会津大学東日本大震災
被災学生就学支援事業

東日本大震災被災学生等の授業料等減免
により生じる公立大学法人会津大学の収入
減について補助

35,331
法人の被災学生等への授業料等減免実施中。
県、補助事業実施に向け準備中。

総
務

12月
補正

29
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（本庁舎時計塔解体ほか応急復旧工事、上
層階ロッカー入替等）

129,000
時計塔の解体等、応急復旧工事は概ね完了して
いる。

総
務

知事
専決

30
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（庁舎内外壁修繕、舟場町分館改修ほか復
旧修繕等）

212,537
復旧修繕は概ね完了し、復旧工事の実施中及び
実施に向け準備中。

総
務

6月
補正

31
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（西庁舎天井裏耐火被覆復旧工事、本庁舎
避雷設備復旧工事）

47,251
工事の実施中及び実施に向け準備中。

総
務

9月
補正

32
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（応急復旧工事追加分）

52,958
余震等による追加対応を実施中。 総

務
12月
補正

33
合同庁舎整備に要する
経費

合同庁舎の復旧
（設備等修繕、被災状況調査等）

16,000
南相馬合同庁舎の被災状況調査は完了
合同庁舎の復旧修繕は概ね完了。

総
務

知事
専決

34
合同庁舎整備に要する
経費

合同庁舎の復旧
（渡り廊下解体、設備改修）

23,549 復旧工事を実施中。
総
務

6月
補正

35
合同庁舎整備に要する
経費

合同庁舎の復旧
（郡山北分庁舎解体工事、南相馬南庁舎補
強工事）

87,417
工事の実施中及び実施に向け準備中。

総
務

9月
補正

36
公舎提供による避難者
支援（施設管理課等）

空室となっている職員公舎の避難者への提
供

0
２９戸の住居を提供した。 総

務
－

37
職員公舎整備に要する
経費

公舎の復旧
（被災公舎復旧修繕及び解体工事）

9,636
工事の実施に向け準備中。 総

務
9月
補正

38
職員公舎整備に要する
経費

公舎の復旧
（被災公舎復旧修繕）

6,201
復旧修繕を実施中。 総

務
12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

39
(財)福島県市町村振興
協会交付金

東日本大震災復興宝くじの収益金を(財)福
島県市町村振興協会を通じて、復旧・復興
の財源として市町村へ交付する。

1,893,207

12月に（財）福島県市町村振興協会を通じて各市
町村へ交付済み。交付額：540,718千円 総

務
6月
補正

40 核燃料税交付金

原子力発電所立地地域振興基金の一部を
取崩すことにより、交付金の特別枠を新設
し、復旧・復興の財源として立地市町村等に
交付する。

4,336,100

７月２９日に原子力発電所立地市町村等へ交付済
み。 総

務
6月
補正

41
市町村復興計画策定補
助金

市町村の復興計画の策定事業に対し、補助
金を交付する。 100,000

事業実施に向け準備中。 総
務

12月
補正

42 市町村復興支援交付金

東日本大震災からの復興に向けて、住民生
活の安定や地域経済の振興など地域の実
情に応じたきめ細かな対応ができるよう、市
町村に交付金を交付する。

28,500,000

１月中に交付予定（全市町村）。

総
務

12月
補正

43
復興ビジョン等策定事
業

本県の復興に向けた復興ビジョンの策定及
び福島県復興ビジョン検討委員会の開催等 5,148

８月１１日に復興ビジョン策定 企
調

6月
補正

44 復興計画策定事業
復興ビジョンを踏まえた復興計画の策定に
向け、復興計画検討委員会及び分科会の
開催

1,885
１２月２８日に復興計画策定

企
調

9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

サポート事業採択実績（１2月末日現在）
　217件（県北21、県中37、県南28、会津77、南会
津22、相双17、いわき15）（一般枠173件、活性化
枠44件）
うち「震災復興及び関連する取組み」として154件
採択。（一般枠173件の９割弱）
【震災復興関連の主な事業例】
　県中：被災者向けモニターツアーの実施
　会津：首都圏の社員食堂や社員旅行での活用PR
　相双：首都圏や県外避難先で「相双味祭り」の開催
　いわき：仮設商店街で週末ごとにイベント開催

企
調

23
当初

県戦略事業の実施状況（12月末日現在）
「がんばろう！ふくしま～ふくしまを応援してくださ
い！～（県南）」
「復興マルシェ（県北）」…相双からも出店
「会津復興キャンペーン『あいづ稀処(まれどころ)
市』（会津）」…南会津の物産も合わせて販売

企
調

23
当初

46
放射線に関する問い合
わせ窓口

原子力事故に対する県民の不安解消を図
るため、放射線に関する県民からの問い合
わせを受け付ける電話窓口を設置するも
の。

原子力安全
課より適宜
配分を受け
執行

設置：H23.3.17
体制：6～8名（職員、国からの応援、嘱託員）
相談件数：25,416件
※8/9から政府原子力災害現地対策本部が放射
線に関する相談を受ける「ワンストップ相談窓口」
事業を開始したことに伴い従来の窓口は8/8で終
了。

企
調

－

47
放射線健康リスク管理
アドバイザー

県民の安全・安心を図るため、放射線によ
る健康への影響についてアドバイスをいた
だき、放射線と健康に関する正しい知識を
県民に提供するもの。

原子力安全
課より適宜
配分を受け
執行

アドバイザー：3名を委嘱
　　　　　　　（長崎大学教授2名、広島大学1名）
活動内容：放射線の健康への影響に関する講演
会等を開催

企
調

－

45
地域づくり総合支援事
業（サポート事業、県戦
略事業）

サポート事業において、震災復興及び関連
する取組みを最優先で採択。県戦略事業に
おいても、風評被害防止のための事業を積
極的に展開。

403,498
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

48 情報通信基盤運営事業

東日本大震災等により被害を受けた情報通
信ネットワークシステムのネットワーク機器
を補充し、執務室のLAN環境を再構築す
る。

8,287

事業実施に向け準備中（見積書徴収済み）
企
調

6月
補正

49
情報通信基盤災害復旧
事業

被災した光ファイバ施設の復旧費用を補助
する。 -

事業実施中：南相馬市　（※国直接補助 11百万
円）
交付申請中：相馬市、新地町、広野町

企
調

-

50
携帯電話等エリア整備
支援事業

被災した移動通信用鉄塔施設の復旧費用
を補助する。

3,114
事業実施中：天栄村 企

調
12月
補正

51
文化センター災害復旧
事業

被災した県文化センターの災害復旧に係る
調査設計の委託及び建物・設備の復旧工
事等を行う。

1,091,774

・調査設計発注済み
・復旧工事等については、調整中

文
ス
ポ

6月
補正
9月
補正

52
ふくしま海洋科学館災
害復旧事業

被災したふくしま海洋科学館の災害復旧に
係る調査設計の委託及び建物・設備の復旧
工事等を行う。

1,517,281

・調査設計発注済み
・復旧工事等については、調整中

文
ス
ポ

6月
補正
12月
補正

53
新たな県民運動・ステッ
プアップ事業

新“うつくしま、ふくしま。”県民運動の推進、
地域活動団体等の活動基盤を強化するた
めの事業を行う。

47,888
９月～実施中 文

ス
ポ

23
当初

54
地域づくり総合支援事
業（地域協働モデル支
援事業）

地域活動支援団体等と市町村等が行う先
駆的な協働モデル事業（震災対応含む）に
補助を行う。 60,360

震災対応案件など８事業を補助対象として選定済
み。平成２３年度２次募集事業については、２月上
旬に決定予定。現在平成２４年度事業を募集中。

文
ス
ポ

23
当初
12月
補正

55
ふるさと雇用再生特別
基金事業｢地域コミュニ
ティ活動支援事業｣

地域コミュニティ活動支援アドバイザーによ
る地域課題解決へ向けた住民活動の支援
(震災対応含む)　、地域課題解決事例の情
報収集・発信等を行う。

15,503

４月～実施中 文
ス
ポ

23
当初

56
福島体育館災害復旧事
業

福島体育館の建物・設備の修繕を行う。
10,000

1月中に修繕が完了し、管理運営を行う福島市に
引き渡す予定である。

文
ス
ポ

9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

57
東日本大震災記録保存
活用事業

東日本大震災関連の体験や教訓などを次
世代に継承するため、その記録等の収集を
行う。

3,100

11月10日より東日本大震災関連の体験・記憶・記
憶等の募集開始

文
ス
ポ

9月
補正

58
ふるさと絆情報ステー
ション設置事業

民間借り上げ住宅等入居者への情報提供
と交流の場とするため、ふるさと絆情報ス
テーションを設置する。
※がんばろう福島！絆づくり応援事業より
適宜予算配分を受け実施

－

県内の大型小売店舗１１箇所に、情報ステーション
を設置した。 文

ス
ポ

－

59 災害見舞金の交付

東日本大震災による自然災害により死亡し
た方の遺族等に災害弔慰金を支給するとと
もに、被災者の生活の立て直しを目的とし
た貸付を行う。 8,135,714

市町村より支給、貸付を進めている。
1/20現在
　災害弔慰金  支給済　1,951件  5,547,500千円
  災害障害見舞金　支給済　2件　2,500千円
　災害援護資金貸付金  貸付済　1,450件
2,622,270千円

生
環

23
当初
5月
補正
6月
補正
12月
補正

60
阿武隈急行災害復旧事
業費補助金

東日本大震災により被害を受けた阿武隈急
行線の施設の復旧経費について、沿線自
治体とともに支援する。

71,701

23.12.1　通常運行開始
24.1.31　工事竣工 生

環

6月
補正
12月
補正

61
福島臨海鉄道災害復旧
事業費補助金

東日本大震災により被害を受けた福島臨海
鉄道の施設の復旧経費について、国と協調
して支援する。

129,896
24.2.1    全線運行再開

生
環

12月
補正

62
震度情報ネットワークシ
ステム保守管理事業

東日本大震災により被害を受けた震度情報
ネットワークシステムの震度計を修理する。

21,998

1月中旬現在、10市町村11震度計修理箇所のう
ち、5箇所の震度計基礎台の修繕は完了し、3箇所
の補修工事も完了した。残り3箇所は市町の庁舎
復旧計画の決定に合わせて順次修理していく。

生
環

6月
補正

63
総合情報通信ネット
ワーク整備事業

東日本大震災により被害を受けた総合情報
通信ネットワーク通信機器等を修理する。 197,215

市町や県機関の修理対象に係る庁舎復旧計画等
の決定に合わせて、順次修理していく。

生
環

6月
補正

9



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
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復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

64 放射能対策事業

県民に正確な情報を提供するため、原子力
発電所からの放射性物質漏えいに関して、
農水畜産物、土壌、水道水等の放射線測定
を実施するとともに、県内全域で空間放射
線量についてモニタリングを行う。

1,512,625

モニタリングを継続するとともに、放射能対策パン
フレット等を作成･配布
(1) モニタリング
a.空間線量率
　・定点調査93箇所
　・学校等調査1,729箇所
　・公民館等調査417箇所　観光地226箇所　等
b.環境試料 (12/31現在)
　・大気　2,194検体　    ・陸水　 26,790検体
　・土壌　3,094検体      ・海水　　 　798検体
　・農畜産物　15,843検体  ・その他　1,933検体
(2) 県HPでの放射能測定マップ公開(8/29～)
　・定点調査、学校・児童施設等調査、公園調査、
メッシュ調査他
　・以降、順次公開予定
(3) 放射能対策パンフレット
　・除染の進め方等（全戸配布）　700,000部
　・子ども･保護者向け　　　　　　　525,000部
　・線量低減対策手引・第１版　　120,000部
　・線量低減対策手引・第２版　　200,000部

生
環

5月
補正
6月
補正

65
産業廃棄物関係モニタ
リング機能強化事業

東日本大震災により被害を受けた環境セン
ターのケミカルハザード対策室を復旧する。

6,520

23.9.28  設計業務委託契約締結
23.11.25　設計業務完了
23.12.14　補修工事入札公告
24.1.11　補修工事請負契約締結

生
環

6月
補正

66
モニタリングポスト緊急
整備事業

発電所周辺及び県内全域に可搬型モニタリ
ングポストを、保育園、幼稚園、小中高等学
校、公園等に小型のオンライン線量計を配
置し、空間線量をインターネット上にわかり
やすく公開する。
（ふくしまの子どもを守る緊急プロジェクト事
業）

5,760,000

事業実施に向け調整中
事業規模
　・オンライン線量計　2,700台
　　　平成24年2月運用開始予定
　・可搬型モニタリングポスト414台
　　　平成24年3月運用開始予定

生
環

－
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
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復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

67
放射能簡易分析装置整
備事業

食品の安全・安心を確保するため、住民に
身近な公共施設等に自家消費農作物（家庭
菜園等）や山菜・キノコなどの食品の放射能
簡易分析装置を整備し、検査体制を構築す
る。

1,396,979

475台(内訳：県２台、市町村473台)配備予定
【県貸与】
(1)県が購入し市町村へ無償貸与・配備
　　338台　１月下旬～年度内にかけて設置
【消費者庁貸与】
(1)消費者庁第１次配備  （設置済）
　　14台（１県、13市町村）
(2)消費者庁第２次配備  (1月下旬～２月上旬設置
見込)
　　31台（29市町村）
(3)第３次配備（２月中旬以降設置予定）
　　80台（年度内に全ての市町村へ１台以上設置）
(4)今後　12台配備申請中

【研修】
(1)市町村職員等を対象に、基礎・実技の研修会を
４回実施
(2)分析装置設置時に、操作員等を対象に機器の
操作、データの見方及び検査結果の分析等の研
修を各市町村において実施中

生
環

12月
補正
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事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
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復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

68
緊急的生活空間除染事
業

国の除染に関する緊急実施基本方針が示
されたことにより、追加被ばく線量が1～
20mSv(年間)となる地域について、市町村が
策定する除染計画に基づき、実施する除染
対策の総合的な支援を行う。

2,121,598

(1)面的除染モデル事業
　・一般住宅等の除染、実証試験の実施
　・一時保管施設の設置
※福島県面的除染モデル事業業務委託
　委託契約締結 11/14　　現地作業開始 11/24
※福島県除染技術実証事業
　・除染技術の公募 11/4～11/17
　・応募件数　177件
　・選定技術　20件選定・公表 11/24
　・実地試験開始　12/1～
(2)一時保管施設設置に係るリスク・コミュニケー
　　ション事業
　・安全安心フォーラム地域対話集会の開催に
    よる住民理解の促進
※福島市（11月27日）、郡山市（1月29日）、南相馬
市（2月12日予定）、いわき市（2月19日予定）

生
環

9月
補正

69 除染対策事業

（１）市町村除染対策支援事業
除染実施計画に基づき市町村が実施する
民家、公共施設、道路、農地や森林（生活
圏）の除染及び仮置場設置等に係る経費を
交付する。
（２）除染対策推進事業
市町村の除染実施計画に基づき、県管理
施設の除染を行う。

15,325,424

12月補正予算成立
（１）市町村に対する支援等
　・除染対策事業交付金交付要綱（12/9制定、
1/13一部改正※道路、農地、森林［生活圏］、公共
施設等を追加）
　・市町村除染計画策定マニュアル（12/9配付）
　・公募型随意契約の手引き（12/28配付）

生
環

12月
補正

70
線量低減化活動支援事
業

通学路、側溝、公園などの子どもの生活空
間における放射線量の調査及び清掃、草刈
りなどの放射線量の低減化を図る活動を行
う団体等に対して補助をする。
（ふくしまの子どもを守る緊急プロジェクト事
業）

3,603,312

1/30現在　29市町村（935団体）に対して交付決定
済み。
3,384団体が交付申請予定。 生

環
6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

71 除染業務講習会

県内の除染業務に従事される方を対象に、
作業を適切かつ安全に行うための基礎的な
知識・技能習得を目的とした講習会を開催
する。

－

平成２３年度第Ⅰ期
　10月～11月　県北、県中地区会場
　５回開催：受講者５００名
平成２３年度第Ⅱ期
　11月～12月　県中、会津、相双、いわき地区会場
　５回開催：受講者６０８名
平成２３年度第Ⅲ期
　１月～３月　県北、県中、会津、相双、いわき地区
会場
　５回開催：受講者２，５００名（予定）

生
環

－

72 放射線・除染説明会

放射線や除染の知識を持つ人材を確保し、
放射線に関する正しい理解や、生活圏の除
染を推進するため、地域で放射線測定や除
染活動を実施する団体のリーダー等を対象
に、放射線・除染説明会を実施する。 －

１　開催日程
　１月　1/14～1/29　中通り
　　13回開催：受講者１，０５０人
　２月　中通り、会津で開催予定
　３月　会津、相双、いわきで開催予定
　　　　　（１～３月で３０回程度開催予定）
２　対象者
　　地域で放射線測定や除染活動を実施する団体
 のリーダー等（町内会、PTA、消防団等）

生
環

－

13



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

73 除染情報プラザ

地域における除染を効率的かつ効果的に
進めるため、除染に関する情報拠点となる
除染情報プラザを設置し、放射線に関する
専門知識を有する専門家やボランティアの
参画を促進するなど、市町村や県民の除染
ニーズに即応できる体制を整える。

－

24.1.20　除染情報プラザ設置
平成24年１月頃を目処に開設予定
業務内容
（１）除染専門家の派遣
　市町村等からのニーズに応じて専門家（登録数
約150名）を適時適切に派遣する。
（２）ボランティアの派遣
　市町村等からのニーズに基づいて、ボランティア
を効率・効果的に派遣を行う。
　・除染専門ボランティア登録数  約120名
　・一般ボランティア登録数         約650名
（３）除染情報の発信
　除染に関する様々な情報収集と発信を行う。

生
環

－

74
環境創造戦略拠点基本
構想策定事業

放射性物質で汚染された環境の回復に向
けて、幅広い知見を集めた研究拠点を整備
するための基本構想を策定する。 15,391

環境創造戦略拠点基本構想検討委員会の設置を
準備中 生

環
12月
補正

75
地球にやさしい事業活
動支援事業

省エネ改修の補助において、東日本大震災
の被災事業者を優先して採択した。

100,000

採択・交付決定　２３件　99,749千円
○うち、被災事業者
採択・交付決定　１３件　48,624千円
○事業完了
1/24現在　22件　98,005千円
（事業廃止1件　1,733千円）

生
環

23
当初

76
福祉ボランティア活動強
化支援事業

地域福祉推進のため「県ボランティアセン
ター」の経費を補助し、地域住民の地域福
祉活動への積極的な参加を促進する環境
づくりを行う。

7,995

3/14県災害ボランティアセンター立ち上げ。市町村
災害ボランティアセンターの支援、コーディネー
ター派遣。ボランティアの延べ活動者数：14万人

保
福

23
当初

77 義援金の配分
国内外から寄せられた義援金を被災者へ
配分する。 0

第1次配分について、配分基準を定め、市町村より
配分をしている。第2次配分については、県から市
町村に随時送金し配分を進めている。

保
福

－
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

78
生活福祉資金貸付等補
助事業

・生活福祉資金貸付事業の実施に当たり必
要となる貸付原資を（社福）福島県社会福
祉協議会に補助する。

・生活福祉資金貸付事業の実施に当たり必
要となる事務経費の一部及び低所得世帯
の相談支援や自立支援に当たる相談員の
配置経費に対し（社福）福島県社会福祉協
議会に補助する。

16,490,150

・生活福祉資金（緊急小口資金）特例貸付
　　 実施期間　3/28～5/13
　　 貸付決定実績
　　　　25,016件　3,543,670千円（確定値）
・生活福祉資金（生活復興支援資金）特例貸付
　　7/25～相談受付開始
　　貸付決定実績（H23.7.25～H24.1.13）
　　　　25件　　17,886千円
・生活福祉資金（総合支援資金等）貸付
　　 貸付決定実績（4～12月分）
　　　　684件　294,964千円
・事務経費、相談員配置経費補助
　　 8/26交付済

保
福

22
年度
5号
補正
(専決)

23
当初
１号
補正
(専決)
5月
補正
6月
補正

79
社会福祉施設災害復旧
事業

老人福祉施設等の復旧、自家発電装置の
整備、救護施設の仮設施設の建設に要す
る費用を助成。

5,604,133

・老人福祉施設等
（施設災害復旧）
   10月より国の机上調査実施（12月22日現在で97
か所実施済）。今後順次内示予定。
（事業所等復旧）
　 法人へ交付決定済み・順次支払い中、追加交付
申請国内示待ち
（自家発電装置）
　 法人へ交付決定済み・順次支払い中、追加交付
申請国内示待ち

・救護施設
　 救護施設（１施設）２月末の完成を目指し工事
中。

保
福

5月
補正
6月
補正
9月
補正
12月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

80
高齢者等サポート拠点
整備事業

仮設住宅等で生活する高齢者等を支援す
るため介護等のサポート拠点を整備する。
（22か所）

1,764,000

20か所着工、うち16か所完成済み。
16か所開所。
2月中に1か所着工予定。
（1月27日現在） 保

福

5月
補正
6月
補正
9月
補正
12月
補正

81
相談支援専門職チーム
派遣事業

介護支援専門員等による専門職チームを派
遣し、相談支援、介護認定調査等への支援
を行う。 21,700

要介護認定調査支援　404件（1月20日現在）
 
その他活動（1月20日現在）
　 支援対象者2,327人
 　地域での連携会議　45回開催

保
福

5月
補正

82
相談支援充実・強化事
業

仮設住宅等における障がい者（児）への訪
問による状況把握 14,032

相談支援事業所に業務を委託し、郡山市を拠点に
事業実施

保
福

5月
補正

83
児童福祉施設災害復旧
事業

児童養護施設の復旧等（6施設）
11,250

国の机上査定終了（12月7日及び8日） 保
福

5月
補正

84
児童福祉施設災害復旧
事業

保育所の復旧等（54施設）

238,516

国へ協議申請済
概ね全ての施設について国の机上査定実施済

保
福

5月
補正
6月
補正
12月
補正

85
児童福祉施設表土改善
等事業

3,153,021

3号
補正
(専決)
6月
補正

保
福

児童福祉施設等の園庭の表土改善、園舎
等の洗浄等の対策を講ずることにより園児
等が受ける放射線量の低減を図る。

表土改善事業、線量低減化実施事業、環境改善
事業について、交付要綱を策定し、市町村等から
の交付申請があった分について交付決定済み。表
土改善事業、環境改善事業（エアコン整備）につい
ては、私立施設設置者負担分の解消のために交
付要綱を改正し、交付申請を受付中。

16



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

86
障害児施設等表土改善
等事業

211,456

87
県立障がい者福祉施設
管理運営委託事業

県立障がい者施設の災害復旧を行う（７施
設対象） 68,282

１施設を除き社会福祉施設等災害復旧費国庫補
助金の机上査定終了。
４施設設計中、１施設施工中、２施設竣工

保
福

6月
補正

88
被災地における障害福
祉サービス基盤整備事
業

東日本大震災後の障害福祉サービスに係
る新たな課題に対応する。

28,708
事業実施に向け準備中 保

福
12月
補正

89
社会福祉施設等耐震化
等臨時特例基金事業

社会福祉施設の改築を行う（１施設）
159,661

対象法人に対し交付決定済み（１１月）
保
福

6月
補正

90
点字図書館の管理運営
経費

点字図書館の災害復旧を行う
1,260

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の机上査
定終了。工事請負契約済み。1月着工、3月完成予
定。

保
福

6月
補正

91
障がい者福祉施設費経
常経費（運営経費）

障がい者総合福祉センター仮設事務所設
置経費

5,798
事務所機能移転終了（8月1日業務開始） 保

福
6月
補正

92
障がい福祉施設災害復
旧事業費

障害者支援施設、知的障害者更生施設等
の災害復旧を行う（１３施設対象）

81,973

１施設（再審査）を除き社会福祉施設等災害復旧
費国庫補助金の机上査定終了。

保
福

5月
補正
6月
補正
9月
補正

93 子どもの発達支援事業

被災した障がい児に対する医療支援及び相
談・援助

36,281

・医療支援事業を総合療育センターに児童精神科
医の派遣を受けて実施中。
・相談・援助事業は障がい児支援の専門家団体２
か所に委託し、会津若松市、相馬市を拠点に事業
実施中。

保
福

6月
補正

94
被災者の心のケア支援
事業

被災者の心のケア活動に必要な物資の調
達

9,796
活動に必要な物資の調達中 保

福
6月
補正

補正
9月
補正
12月
補正

福
付要綱を改正し、交付申請を受付中。
線量モニタリング事業については、各児童福祉施
設等に積算線量計を配付のうえ、モニタリングを実
施中。障害児施設等については、交付要綱を策定
し、障害児施設等からの交付申請を受け、交付決
定済み。
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

95
自殺対策緊急強化基金
事業

震災等により不安を抱える県民の自殺防止
のため、自殺の兆候の知識や相談窓口情
報を全戸配布するほか、市町村が心のケア
対策を行うための事業を助成する。

19,158

事業実施に向け準備中

保
福

12月
補正

96 被災者の心のケア事業
被災者に対する地域精神保健活動のため
の専門職を中長期的に雇用し、ケアの拠点
となる心のケアセンターを開設する。

95,489

ふくしま心のケアセンター開設（2月1日）。委託先
は福島県精神保健福祉協会 保

福
12月
補正

97
精神科診療拠点緊急整
備支援事業

東日本大震災及び原子力災害の影響で、
相双地域の精神科病院５病院の診療機能
が大幅に低下しており、精神科診療体制の
整備が急務であることから、相双地域にお
いて、精神科クリニックを新たに開設する場
合、必要な往診用車両、ベッド等備品の購
入経費を補助する。

15,000

対象者に交付決定済み。（１月）

保
福

12月
補正

98
精神科病院施設等災害
復旧事業

精神科病院の復旧

1,535

保健衛生施設等災害復旧費国庫補助協議書を国
へ提出。国にて査定済。 保

福

6月
補正
9月
補正

99 被災妊産婦支援事業
被災妊産婦等に対して、家庭訪問により心
身のケアを行う

4,033
家庭訪問件数（８月～12月分）
      156 件

保
福

6月
補正

100
被災乳幼児と家族の心
のケア事業

市町村が行う乳幼児健診等に心理士等の
専門家を派遣し、被災した乳幼児と保護者
の心の安定を図る。

14,098

・市町村の健診等に併せて心の相談会を臨床心
理士会に委託し事業開始。
・子どもの心の健康普及を図るためリーフレットを
作成し、市町村を通じて対象者へ配付。

保
福

9月
補正

18



No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

101 子どもの心のケア事業

東日本大震災及び原子力災害により被災し
た児童及びその保護者、支援者（保育士、
教員等）等に対する各種支援活動の充実
と、各活動間のより一層の連携を図るため、
児童相談所の専門的相談・支援体制を強化
し、支援が必要であると判断されたケース
等に対する長期的、継続的なケアを行う。

60,296

医師及び専門的知識を有する職員の確保に努
め、事業開始

保
福

9月
補正

102
福島県東日本大震災被
災児童支援基金事業

震災孤児・遺児等に対する各種民間団体及
び個人からの寄附「東日本大震災ふくしまこ
ども寄附金」を原資として創設する「福島県
東日本大震災被災児童支援基金」を活用
し、東日本大震災により孤児・遺児となった
児童の生活及び修学を支援する。

70,190

事業実施に向け準備中

保
福

12月
補正

103
震災遺児等家庭相談支
援事業

震災遺児等の多くが安定的な収入の確保
の方法や今後の生活・教育資金など生活全
般について見通しの立たない、大変厳しい
状況にあることから、重要な生活基盤とな
る、遺族基礎年金、遺族厚生年金、労災遺
族補償年金等に関する、専門的な相談・援
助を行う。

8,052

委託先である福島県社会保険労務士会と契約し
事業に着手。対象者全員に意向調査を実施。１月
中に希望者全員に対して１回目の訪問相談を実
施。支援を必要とする対象者の年金手続請求代行
業務着手。

保
福

9月
補正

104
ひとり親家庭在宅就業
支援事業「被災ひとり親
家庭生活再建支援枠」

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り被災したり避難しているひとり親家庭につ
いては、その多くが生活基盤を失われ、今
後の生活・教育資金など生活全般について
見通しの立たない、大変厳しい状況にある。
　このような被災したひとり親家庭の生活再
建を支援するため、現在展開中である在宅
就業支援事業に「被災ひとり親家庭生活再
建支援枠」を追加し、仕事と子育ての両立と
生活再建の促進を図る。

96,880

参加者募集・事業説明会が11/20で終了（募集定
員１５０人に対し３倍の462人が応募）
応募者多数のため参加定員を１６４名に増やして１
２月から基礎研修開始

保
福

9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

105
夏季の電力需給対策に
伴う休日保育特別事業
(認可保育所)

電力需給対策に伴う就業時間等の変更に
対応するための休日保育を行う保育所に対
する補助

2,193
該当市町に対し、平成24年1月5日付け交付決定。

保
福

9月
補正

106

夏季の電力需給対策に
伴う特別事業（児童の
居場所づくりのための
特別事業）

電力需給対策に伴う就業時間等の変更に
対応するための特別事業を行う施設に対す
る補助

494

該当市町より補助金実績報告書等のとりまとめ
中。
（平成24年2月補助金支払予定）

保
福

9月
補正

107
仮設住宅等に住む未就
学児を対象とした保育
事業

避難元である浜通り地区市町村が職員を配
置のうえ、仮設住宅区域内の集会施設若し
くは近隣の賃貸物件等を利用し、仮設住宅
等に避難している未就学児を対象とした臨
時の保育活動(保育所による保育は対象外)
を行う場合に、開始にあたり初期整備として
必要な物品等の購入費用について補助す
る。また、賃貸物件を使用する場合に当たっ
ては、その月額家賃について別途補助す
る。

7,500

該当市町村へ補助金申請書のとりまとめ中。

保
福

9月
補正

108 保育料等減免事業

東日本大震災に伴い、前年度と比較し収入
が減少する等の事情により、被災者の所得
状況に応じた保育料の階層変更を行った場
合のその減収補填分、又は家屋の全壊、半
壊等の被災状況に応じて市町村が独自に
保育料の減免を行った分についての支援を
行う。

563,340

正式な申請書の提出に先立ち、市町村に対して補
助金に係る所要見込額を照会中

保
福

12月
補正

109
子育て支援事業設備等
復旧支援事業

東日本大震災により、被災した放課後児童
健全育成事業実施施設及び児童福祉施設
等にについて、当該事業の復旧に要する費
用の一部を補助する。

324,820

・該当市町村に対し、平成24年1月10日付け交付
決定
・実績報告書の提出依頼（2月支払予定）
・追加対象施設分については要綱改正等を検討
中。

保
福

9月
補正
12月
補正

110
障がい福祉施設（設備）
災害復旧事業費

被災事業所等の事業再開に当たって、設備
等の復旧に係る費用を補助する。

82,884
社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金交付
申請中

保
福

9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

111
障がい者福祉施設等自
家発電装置整備事業

非常用の自家発電装置の設置費用に対す
る補助を行う。 6,870

社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金交付
申請中 保

福
9月
補正

112 アウトリーチ推進事業

相双地域の精神科病院の診療機能が大幅
に低下しているため、医師、看護師、精神保
健福祉士等の多職種チームによる訪問支
援体制を構築する。

28,532

12月15日から事業実施。
保
福

9月
補正

113 県民健康管理事業

県民の将来にわたる健康管理のための事
業の実施
・基本調査（被ばく線量の推計評価）、詳細
調査（甲状腺検査、健康診査、こころの健康
度等に関する調査など）

・ホールボディカウンター購入、医療機関・
研究機関等への内部被ばく検査委託

7,183,787

・検討委員会の開催
・基本調査の先行的開始
・８月下旬～　基本調査の本格的開始
　（調査票ほぼ発送済み／回収率20.8％（1/20現
在））
・10月9日～　詳細調査（甲状腺検査）を開始
　 （12/31現在14,442名検査済み）

・５台納品　いわき市及び中通り方部において検査
実施中
・118,169人検査済み（12/31現在）

保
福

6月
補正
9月
補正

114 県民健康管理支援事業

子どもや妊婦に対する個人線量計や地域で
活用するサーベイメーターを整備する市町
村に補助を行う

6,012,815

7/25  市町村に事業実施通知
8/29  補助金の内示
10/18　 補助金の交付決定
12/22　補助金の変更内示

保
福

6月
補正

115 仮設診療所等整備事業

仮設診療所及び仮設歯科診療所の設置

113,739

・浪江町国民健康保険津島診療所(二本松市に設
置)
　　　9月15日より診療開始
・富岡町大玉仮設診療所(大玉村に設置)
　　　10月3日より診療開始
・川内村国民健康保険仮設診療所(郡山市に設置)
　　　10月3日より診療開始
・健歯科クリニック(新地町に設置)
　　　10月12日より診療開始

保
福

6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

116 ナースセンター事業
避難所等巡回による被災した看護職者の就
業相談等

5,175
県看護協会に委託し、巡回相談実施中
　12/28現在　のべ44か所巡回　相談件数41件

保
福

5月
補正

117
医療従事者修学資金貸
与事業

看護師等養成施設に在学している被災者に
対する特別貸与 29,040

・１次募集終了（8/5）　、選考会（9/13）、貸与決定
（10/5）、貸与開始（10/31）
・２次募集終了（11/30）、貸与決定（1/19）、貸与開

保
福

6月
補正

災害により離職した医療従事者の流出防止
や医療提供体制の回復のため、医療機関
等が実施する事業に補助を行う。

456,887
交付要綱等作成、交付申請受付中

保
福

9月
補正

緊急時避難準備区域に指定されていた区
域内の医療機関に対し運転資金を融資す
る。

1,750,000
貸付要綱等作成、申請受付中

保
福

12月
補正

119
病院・診療所等災害復
旧事業（地域医療再生
基金事業）

国庫補助の対象外である病院、医科及び歯
科診療所、薬局の災害復旧に要する工事
費等の一部を補助する。

1,500,000
交付要綱等作成、交付申請受付中 保

福
9月
補正

120
放射線相談外来設置支
援事業（地域医療再生
基金事業）

放射線に関する相談外来を設置する医療
機関に必要軽費を補助する。 28,350

交付要綱等作成、交付申請受付中
保
福

12月
補正

121
看護関係施設災害復旧
事業

看護師等養成所の復旧（９施設対象）

0

（※国直接補助）
　全施設実地調査終了
　　　補助内示待ち：２施設
　　　交付申請中：２施設　1,934千円
　　　交付決定：３施設　3,351千円

保
福

－

122
被災者健康サポート事
業

仮設住宅等の被災者を対象に、健康状態
の把握や二次的健康問題、感染症予防な
どの保健指導、受診指導、並びに調理実習
や栄養相談等を行うことにより、健康状態の
悪化予防や健康不安の解消、住民同士の
交流を図るとともに、それらを実現させるた
めの市町村及び保健福祉事務所の実施体
制を整備する。

47,390

・保健師、看護師、栄養士等保健医療専門職によ
る避難所・仮設住宅等での健康支援活動を継続し
て実施中。

・県看護協会に委託し、新たに被災者健康支援活
動に従事する保健医療専門職の募集開始。

保
福

12月
補正

123
県民健康管理拠点基本
構想策定事業

放射線健康障害の早期診断・最先端治療
拠点に係る基本構想を策定する。

40,233
（債務負担行

為）

事業実施に向け準備中 保
福

12月
補正

118
ふくしま医療人材確保
事業
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

124
普通公衆浴場施設整備
事業

震災により被害を受けた公衆浴場の施設設
備の復旧等に対する助成

2,792
事業着手件数：５件　1,875千円（1/20現在）
申請予定件数：１件

保
福

6月
補正

東日本大震災及び福島第一原発事故に関
連し、市町村等が飲料水の放射性物質モニ
タリング検査用機器を設置する場合に要す
る経費に対して補助する。

5,000

事業着手
保
福

9月
補正

緊急時避難準備区域等における住民帰還
後の復興支援の一環として、当該区域内の
飲料水の安全性を確認するため、新たにゲ
ルマニウム半導体検出装置を配備し、放射
性物質の定期的なモニタリング検査を実施

48,085

事業実施に向け準備中

保
福

12月
補正

126
太陽の国管理センター
等災害復旧事業

福島県総合社会福祉施設太陽の国の「太
陽の国病院」等の復旧

64,420

設計委託完了
工事請負契約手続中 保

福

6月
補正
9月
補正

127
県有保健福祉施設等災
害復旧事業

県有保健福祉施設等の建物及び設備の復
旧工事等 36,368

事業着手
保
福

6月
補正
9月
補正

128
空き工場・空き店舗等
による事業再開支援事
業

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り被災した中小企業等が、空き工場等を借
りて事業を再開・継続する際に要する経費
に対して補助する。

申請件数732件、2,415,644千円(1月31日現在)
商
労

・
観
光

5月
補正
9月
臨時

129
工場・店舗等再生支援
事業

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り被災した中小企業等が、工場等を建て替
え・修繕して事業を再開・継続する際に要す
る経費に対して補助する。

申請件数1,285件、5,498,313千円(1月31日現在)
商
労

・
観
光

5月
補正
9月
臨時

130 産業復興支援事業

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り被災した中小企業等(従業員数100人以上
の大規模な製造業者)が、工場等を建て替
え・修繕して事業を再開・継続する際に要す
る経費に対して補助する。

申請件数3件、916,521千円(1月31日現在)

商
労

5月
補正
9月
臨時

125 水道水質安全確保事業

3,800,000
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

131
中小企業等グループ施
設等復旧整備補助事業

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り被災した中小企業等が、グループとして一
体となって復旧・復興事業を行う場合に、当
該事業に不可欠な施設・設備の復旧・整備
に要する経費の一部を補助する。

39,237,000

1次募集：申請件数79グループ、393億円→認定件
数15グループ、105億円
2次募集：申請件数63グループ、309億円　→認定
件数43グループ、191億円
3次募集：1月10日～1月31日
(1月31日現在）

商
労

9月
臨時

132
ものづくり復興支援事
業

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り被災した中小企業に対して技術的助言や
サポートを行う。

4,002
巡回支援537件(1月31日現在)

商
労

6月
補正

133 中小企業復興支援事業
東日本大震災及び原子力発電所事故によ
る被害を受けた中小企業の販路開拓の支

25,529
県指定展示会交付決定件数7件、その他の展示会
交付決定件数48件(1月31日まで)

商
労

6月
補正

134
ものづくり企業支援設
備復旧事業

東日本大震災により破損したハイテクプラ
ザの設備等の点検調整、修繕等を行う。

59,199
事業着手(点検調整37点、修繕29点)
手続中(更新1点)

商
労

6月
補正

135
経営・金融・労働に関す
る相談窓口の設置

県内中小企業等の方からの相談に応じるた
めの窓口を設置。

2,408
相談件数3,217件(1月31日現在) 商

労
23

当初

136
中小企業者復興支援事
業

緊急雇用創出基金を活用し、商工会、商工
会連合会及び商工会議所に経営指導員を
補助する復興支援員を配置し、震災復興に
向けた国・県等の支援策の活用を図りなが
ら、中小企業の事業継続・再開に向けた経
営指導を強化する。

455,583

復興支援員110名採用(1月10日現在)

商
労

5月
補正

137
特定地域中小企業特別
資金

原子力発電所事故に伴い、警戒区域等から
移転を余儀なくされる中小企業等に対し、移
転に必要な資金と移転先において事業を継
続・再開するために必要な事業資金につい
て、（公財）福島県産業振興センターを通じ
て貸し付けを行う。（事業規模：421億円）

42,100,000

申請件数493件、承認件数452件、承認金額8,994
百万円(1月31日現在)

商
労

5月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

138
中小企業高度化資金貸
付金（災害復旧貸付）

既往の高度化資金貸付けを受けた事業用
施設が被災した組合等に対し施設復旧等に
必要な資金を貸し付ける。 313,271

貸付決定件数9件 249,875千円(11月25日現在)

商
労

5月
補正

139 ふくしま復興特別資金

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り、事業活動に影響を受けた中小企業者を
金融面から支援する。（融資枠：1,900億円）

47,500,000

保証承諾件数8,110件 151,161百万円 (1月31日現
在)

商
労

23
当初
6月
補正
9月
臨時

140 震災対策特別資金

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り、事業活動に影響を受けた中小企業者を
金融面から支援する。（融資枠：500億円）

12,500,000

保証承諾件数2,223件 42,134百万円 (1月31日現
在) 商

労

23
当初
6月
補正

141 経営安定特別資金

厳しい経済情勢の影響を受けている県内中
小企業者に対して、低金利、低保証料、信
用保証協会100%保証の資金を提供し、金融
面から支援する。（融資枠：180億円）

6,000,000

保証承諾件数234件　2,880百万円(1月31日現在)

商
労

23
当初

142
震災対策特別資金・ふく
しま復興特別資金利子
補給事業

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り被災した中小企業者が「震災対策特別資
金」や新たに創設した「ふくしま復興特別資
金」を借り入れる場合、３年間、実質的に無
利子となるよう利子補給を行う。

328,725

事業着手

商
労

5月
補正

143
被災中小企業施設・設
備整備支援事業貸付金

東日本大震災により被害を受けた中小企業
者等が施設・設備の整備を行う場合に、（公
財）福島県産業振興センターを通じて長期・
無利子の融資を行う。

7,784,000

申請件数18件 1，070百万円、決定件数3件 57百
万円(1月17日現在) 商

労
9月
臨時

144
中小企業組合等生産・
販売施設等復旧支援事
業

東日本大震災により被災した中小企業組合
等が、事業を再開・継続する際に要する生
産・販売施設等の復旧に要する経費に対し
て補助する。

262,943

決定件数7件 193,154千円(12月22日現在)
商
労

6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

145
残留放射線に関する相
談窓口の設置事業

工業製品の残留放射線に関する相談に応
じるための相談窓口をハイテクプラザに開
設。

0
相談件数4,578件（1月27日現在）

商
労

－

146 加工食品の放射能測定

放射線関連の風評被害に対応するため、県
内事業所から出荷される加工食品につい
て、ハイテクプラザにおいて放射能測定を行
う。

60,592

相談件数923件、検査件数712件（1月27日現在）
商
労

6月
補正

147
加工食品に係る非放射
能汚染に関する奥書対
応

外部（民間）検査機関が発行した放射線検
査成績書に対し、ハイテクプラザ所長名で
の奥書を行う。

0
奥書実施件数109件（1月31日現在）

商
労

－

148
残留放射線量測定器導
入整備事業

　原子力発電所事故により放射能汚染の恐
れや風評被害のある工業製品等の残留放
射線測定を行うため、放射線測定器を整備
する。
　併せて、各地方振興局にも測定器を配置
し、県内企業等への貸し出しを行う。

17,955

工業製品用測定器40台購入
ハイテクプラザの測定件数、1,065社(1月27日現
在)
各地方振興局の貸出件数、1,715件（1月31日現
在）

商
労

23
当初

149 緊急雇用創出基金事業

緊急雇用創出基金事業の本年度当初予算
をもとに、市町村の行政機能回復のための
雇用や県の震災対応業務への緊急雇用な
どにより、被災者等を対象に約3,000人の雇
用創出を図る。

5,260,000

雇用実績人数3,846人(12月末日集計分)

商
労

23
当初

150 緊急雇用創出基金事業

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
る被災者等を対象に「産業の復旧・復興」等
をテーマとして雇用を創出するとともに、助
成金事業等を活用して安定的な雇用の創
出を図る。(雇用目標人数9,800人)

14,440,000

雇用実績人数7,453人(12月末日集計分)

商
労

5月
補正
9月
補正
12月
補正

151
ふるさとふくしま巡回就
職相談事業

ふるさと雇用再生特別基金を活用し、被災
者等が自立した生活を取り戻すことを支援
するため県内外の避難所や仮設住宅等を
巡回し、きめ細かな就職相談や職業紹介を
実施する。

71,124

8月1日、ふるさとふくしま巡回就職相談ステーショ
ンによる相談業務開始。
1月25日現在、巡回相談数1,392回、相談件数
2,832件

商
労

6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

152
被災離職者等職業訓練
手当事業

被災離職者等が就業に必要な技能及び知
識の習得を図るため、訓練手当を支給す
る。

39,675
6月17日、申請受付開始(平成24年3月23日訓練開
始分まで)
支給決定10人（1月31日現在）

商
労

5月
補正

153
離職者等再就職訓練事
業

被災離職者等の就職活動に資するため、機
動的に職業訓練を実施する。 10,097

受講者99名、うち修了者99名
（12月31日現在）

商
労

5月
補正

154
県有施設設備修繕・復
旧事業(テクノアカデミー
機器整備)

東日本大震災により被害を受けたテクノア
カデミーの機器で早急に必要な機器を整備
する。

4,422
訓練機器47台更新済

商
労

5月
補正

155
テクノアカデミーの施設
の改修等事業

東日本大震災により被害を受けたテクノア
カデミーの建物修繕設計委託、機器修繕、
浜校の機能移転に伴う補助等を行う。

7,624

郡山校修繕設計完了
訓練機器1台修繕済
扶助費2名支給決定済

商
労

6月
補正

156
テクノアカデミーの施設
の改修等事業

東日本大震災により被害を受けたテクノア
カデミーの建物修繕、機器修繕・更新を行
う。

138,241
浜校修繕中
訓練機器2台更新済、12台修繕済、51台修繕中

商
労

9月
補正

157
テクノアカデミーの施設
の改修等事業

東日本大震災により被害を受けたテクノア
カデミー浜の建築設備の修繕を行う。

2,342
修繕中 商

労
12月
補正

158
福島県認定職業訓練施
設整備費補助金

東日本大震災により被害を受けた認定職業
訓練施設の復旧を支援するため施設整備
費の補助を行う。

27,628
7月12日、交付決定済み(1件)

商
労

6月
補正

159
ものづくり支援センター
修繕等事業

東日本大震災により被害を受けたものづく
り支援センターの建物修繕等を行う。 20,103

実施設計完了
建築設備修繕中

商
労

9月
補正

160

観光誘客特別対策事業
（磐梯吾妻観光有料道
路３ライン無料開放事
業）

東日本大震災及び原子力発電所事故に伴
う風評を払拭し、復興に向け観光誘客を図
るため、県道路公社に補助金を交付し、県
内の3観光有料道路を無料開放する。

200,000

無料開放期間　7月16日～11月15日の4ヶ月間の
通行実績は442,964台(前年度実績の約2倍) 観

光
6月
補正

161
産業交流館運営事業
(ビッグパレットふくしま
の修繕)

東日本大震災により被害を受けた産業交流
館の建物・設備等の復旧工事の実施設計
及び復旧工事を行う。

1,030,000

土木部へ営繕工事委託、12月19日に実施設計完
了 観

光

6月
補正
9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

162
県産品応援キャンペー
ン

原子力発電所事故に伴い生じた本県に対
する風評被害の払拭と県産品の取引回復・
拡大を図るため、各種キャンペーンやＰＲ活
動に取り組む。

78,773

「がんばろう ふくしま！」運動首都圏スタートイベン
ト(5/13-15、池袋)ほか、138件実施(1月31日現在) 観

光
23

当初

163
観光誘客特別対策事業
(がんばろうふくしま!県
産品緊急発信事業)

県内事業者が、首都圏等の県外で開催され
る復興応援イベントに出展する場合に、出
展経費の助成を行う。

18,000
認定件数242件(募集終了)

観
光

6月
補正

164
加工食品に関する放射
線検査

各府県の協力の下、県産加工食品につい
て放射能検査受検を支援し､風評被害の早
急な低減に資する。

0
無料検査仲介数1,713検体（1月27日現在）

観
光

－

165
耕地災害復旧事業（県
営・現年災）

排水機場のポンプ施設等の応急工事等（１
９地区）

691,000
応急復旧工事完了１９地区。 農

林
5月
補正

166
耕地災害復旧事業（県
営・現年災）

排水機場のポンプ施設等の復旧（５３地区）
8,790,115

査定完了５３地区６１箇所。着手済４３地区４９箇
所。（着手済には応急復旧工事含む）
（査定完了、着手済は1月30日現在）

農
林

12月
補正

167 災害関連事業（団体営）
農業集落排水施設等の復旧（８４地区）

3,909,000
査定完了８４地区１１７箇所。着手済３７地区５１箇
所。（着手済には応急復旧工事含む）
（査定完了、着手済は1月30日現在）

農
林

12月
補正

168
海岸災害復旧事業（県
営・現年災）

海岸保全施設の復旧（６地区）
2,211,220

査定完了６地区１３箇所。着手済２地区７箇所。
（着手済には応急復旧工事含む）
（査定完了、着手済は1月30日現在）

農
林

6月
補正

169
耕地災害復旧事業（団
体営・現年災）

農地・農業用施設等の復旧(1,900地区）

5,060,507

査定完了１，７４９地区。着手済５１３地区。（着手
済には応急復旧工事含む）
（査定完了、着手済は1月30日現在）
復旧工事完了地区８１地区。

農
林

12月
補正

170
除塩事業（団体営・現年
災）

津波により塩害を受けた農用地の復旧
（４８地区）

94,860
査定完了２６地区。着手済３地区。
（査定完了、着手済は1月30日現在）

農
林

12月
補正

171
治山災害復旧事業（現
年災）

被災した治山施設の復旧を実施（８地区）
1,455,419

査定完了８地区。着手済８地区。
（査定完了、着手済は1月30日現在）

農
林

12月
補正

172
林道災害復旧事業（現
年災）

被災した林道施設の復旧を実施
612,299

査定完了１３７箇所。着手済１０６箇所
（査定完了、着手済は1月30日現在）
復旧工事完了地区２８箇所。

農
林

6月
補正
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H24.2.7

173
災害関連山村環境施設
復旧事業

被災した山村環境施設の復旧を実施
65,999

査定完了２地区。着手済２地区。
（査定完了、着手済は1月30日現在）

農
林

9月
補正

174 治山事業
被災した保安林の復旧を実施（５地区）

446,250
着手済５地区。
（着手済は1月30日現在）

農
林

9月
補正

175 災害関連緊急治山事業
保全対象に直接被害を及ぼした林地の復
旧を実施（８地区）

1,008,248
査定完了８地区。着手済８地区。
（査定完了、着手済は1月30日現在）

農
林

9月
補正

176 林地崩壊対策事業
被災した林地の復旧を市町村が実施（８地
区）

110,928
査定完了８地区。着手済８地区。
（査定完了、着手済は1月30日現在）

農
林

9月
補正

177
農林水産業共同利用施
設災害復旧事業

農協等が所有する農林業共同利用施設の
復旧に要する経費の一部を負担する。 407,011

事業主体(６団体）が、災害査定前工事を全件実施
（１６施設）。
全施設について査定完了。

農
林

6月
補正

178
放射性物質除去・低減
技術開発事業

放射性物質の除去・低減等の技術を開発
し、安全・安心な農林水産物の生産体制の
早期確立を図る。

120,376

事業実施中。
農
林

6月
補正
9月
補正

179
卸売市場施設災害復旧
事業

　生鮮食料品の安定的な供給体制を早急に
確保するため、甚大な被害を受けた卸売市
場の復旧を行う。

436,827

県内４市場全て災害査定完了。
（うち３市場については、年度内に事業完了予
定。）

農
林

6月
補正
9月
補正

180
園芸産地再生緊急対策
事業

　園芸産地における放射能拡散の実態把握
及び指標作物による県域での影響調査の
実施とその結果等を情報提供する。

10,959

栽培環境調査計画に基づき、簡易放射線測定機
器（３９台）を配布し調査開始。
12月20日現在：52計画（21品目）、186地点（延べ
863回）調査
また、非結球性葉菜類のホウレンソウ等の指標作
物による定点観測ほは25市町村63か所を設定し、
調査実施中。
年内の実績をとりまとめ、検討会開催（平成24年1
月31日）

農
林

6月
補正

181
緊急時畜産経営支援事
業

農家に対し、農家が緊急調達する粗飼料の
購入費及び避難先での牛の管理経費の貸
付を実施する。

700,000
県酪農協（624,000千円）、小野地区酪農（70,000千
円）、しゃくなげ酪農（6,000千円）貸付済

農
林

6月
補正
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182
水産業共同利用施設復
旧支援事業

１　漁協等が行う共同利用施設の早期復旧
に必要不可欠な機器等の整備に対して補
助する。
２　漁協等が行う共同利用施設の復旧に対
して補助する。

2,349,546

１　6月補正：2漁協へ概算払い手続き中
　　9月補正：4漁協へ交付決定、漁協等の要望を
集約中
２　12月5～9日に災害査定（相双漁協3施設）

農
林

6月
補正
9月
補正

183
漁場生産力回復支援事
業

漁協等が行う漁場のがれき等の撤去に要
する経費を助成する。 2,196,624

事業主体（いわき市漁協、相馬双葉漁協、小名浜
機船底曳網漁協）で取組みを開始。
瓦礫撤去量　　いわき漁協;　7,328t   小名浜底曳;
679t   相双漁協;　19,256t    （1/20現在)

農
林

6月
補正
12月
補正

184 漁場堆積物除去事業
県は、重機等を使用した漁場のがれき等の
撤去や調査を実施する。 700,600

松川浦瓦撤去数量　11,388m3（12/27現在）
沿岸域瓦礫調査進捗状況
　・いわき地区、相双地区：現場調査終了

農
林

6月
補正

185
共同利用漁船等復旧支
援対策事業

漁協等が行う共同利用に供する漁船・定置
網の漁具の建造費用等を助成する。

5,566,680

２漁協へ交付決定。（1/30現在）
・相馬双葉漁協 　５８隻
・県旋網漁協 ２隻
漁協等の事業実施計画を受付中。

農
林

6月
補正
9月
補正

186
木材供給等緊急対策事
業

がれき処理推進のための木材破砕機導入
経費助成
仮設住宅等資材確保のための原木輸送経
費助成

153,550

木材破砕機等４台の導入を支援。
新潟県等の非被災工場への原木輸送を支援。 農

林
6月
補正

187 農業機械等整備事業

農業総合センター農業短期大学校の施設・
設備の復旧等を行う。

91,646

事業実施中。
農
林

6月
補正
9月
補正

188
農家経営安定資金融通
対策事業

東日本大震災に伴う地震・津波被害、原子
力事故による出荷制限や風評被害を受け
た農業者等に対し、必要となる施設等の復
旧費や減収のため不足する運転資金、原
子力事故により生計の維持に大きな影響を
受けている農業者等に対し農家経済の維持
に必要な資金を融通する（利子補給）。

38,763

融資枠　35億円
承認実績　  453件　1,556,585千円  (1/15現在)
※原子力事故対策緊急支援資金については７月
より貸付限度額を引き上げ。 農

林
5月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

189
農家経営安定資金融通
対策事業

原発事故に伴う肉用牛の出荷制限を受け
た農業者等に対し、営農継続に必要な資金
を融通する（利子補給）。

62,380
融資枠　30億円
　平成23年8月1日から取扱いを開始。
  承認実績　43件　539,450千円(1/15現在)

農
林

6号
補正
(専決)

190 天災資金融資対策事業
天災融資法に基づき天災資金を融資する
（利子助成） 3,126

融資枠　5億円
市町村（双葉郡の町村を除く）及び協同組合等に
需要調査を行ったが、要望はなかった。

農
林

5月
補正

191
緊急時環境モニタリン
グ事業

農林水産物の放射性物質による影響を調
査し、今後の作付け計画に資する情報を提
供する。 81,351

各種農産物について随時モニタリング調査を実
施。
８月末に分析機器・分析体制を整備し、９月から分
析点数を拡大。
モニタリング実績　16,737点（1/30現在）

農
林

5月
補正
6月
補正
9月
補正

192
被災農家経営再開支援
事業

津波や農業用ため池の決壊等により農作
物の栽培が困難となった農業者等が、復興
組合等を組織して復旧作業を行った場合
に、経営再開支援金が支払われる。

1,082,190

33復興組合設立
相馬市、南相馬市、新地町へ1.7億円の経営再開
支援金を交付（12月20日、22日）

農
林

9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

193
「がんばろう ふくしま！」
運動推進事業

首都圏及び県内において、緊急的な風評被
害対策キャンペーンを実施する。

95,912

・4月～5月,7月,9月,10月　県内量販店・直売所で
の販促イベント実施
・11月　福島駅前で「ごちそう ふくしま満喫フェア
2011」を開催(11/5～6)
・4月～12月　首都圏等での販促イベント実施
・「ふくしま 新発売。」ホームページ開設(8/17)
（モニタリング情報検索ページ・４名の産地情報員
の取材記事発信）
・「福島の農業の未来を語るシンポジウム」(11/5)
開催
・「がんばろう ふくしま！」応援店（1/15現在 1,541
店舗）
（H23.6.10～H23.7.31 応援店1,000店突破記念フェ
アを実施）
・首都圏等応援店拡大のための支援制度（ＰＲ資
材等作製配布）
・商店街、流通業者、任意団体等の県外販促活動
支援制度（事業実施団体　1/30現在 105団体、9月
補正で継続事業実施）
・風評被害対策キャラバン隊活動支援制度（事業
実施団体　４団体）
・県主催による生産者団体と連携した風評被害対
策（首都圏等におけるトップセールス）
・ふくしま米の安全性のアピール、首都圏・大阪・沖
縄での需要拡大ＰＲの実施（9月補正）

農
林

5月
補正
9月
補正

194
放射線スクリーニング
検査事業

計画的避難区域等から家畜を搬出する際
の放射線スクリーニング検査に必要な測定
装置等の整備を図る。

7,332
ポケット線量計　26個（整備済）
防護キット　610セット（整備済）
サーベイメーター　13個（整備済）

農
林

5月
補正

195
東日本大震災漁業経営
対策特別資金

漁業者及び水産加工業者に対し流失した漁
具・設備購入資金、運転資金を無利子で融
資する。

1,510,069
融資枠　30億円
融資実績  36件    135,700千円(1/30現在)

農
林

5月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

196
木材産業等高度化推進
資金

林業・木材産業事業者へ運転資金を融資す
る制度

450,404

貸付利息の引き下げ(5月2日から実施）
短期資金1.30％～1.60％→一律1.30％
長期資金2.25％～2.65％→一律1.45％
短期資金貸付実績　815,735千円（12/31現在）

農
林

23
当初

耕作放棄地再生利用緊
急対策（被災者支援実
証ほ）

被災者が避難先で耕作放棄地を利用して
農業を再開する取組を支援する。（県を経
由しない国基金） 241,750

農
林

－

被災者営農継続支援耕
作放棄地活用事業（国
第３次補正）

618,000
農
林

－

198
耕作放棄地再生利用緊
急対策（広域利用調整）

県外避難者の県内への呼び戻しや県内避
難先での営農再開に必要な耕作放棄地に
係る被災者へ提供するシステムを構築し広
域的な利用調整を支援する。

耕作放棄地
再生利用緊
急対策（被

災者支援実
証ほ）のう

ち
1,500

　県耕作放棄地対策協議会のホームページから検
索できるよう情報提供システムの自主開発に着手
するとともに、一定のまとまりのある耕作放棄地に
ついて市町村へ照会。
　郡山市、いわき市、川俣町、会津美里町など多く
の被災者がいる市町村を先行して貸借可能な耕
作放棄地をリスト化し情報提供を開始。
　借受希望者を耕作放棄地に案内するなどマッチ
ングを強化。

農
林

－

199
森林整備担い手対策基
金事業(林業就業者キャ
リア形成支援事業)

林業就業者に対する放射線の影響に関す
る正しい知識の研修会を開催する。 1,375

8月18日に郡山市「ホテルバーデン」で研修会開
催。参加者等：１４５名

農
林

23
当初

200
肥育牛出荷円滑化対策
事業

原子力災害により肉用牛の出荷停止を受け
た農業者から、出荷できずに適期を超過し
た肥育牛を全頭買い上げるために要する経
費を補助する。

1,001,400

福島県肥育牛出荷円滑化対策協議会へ補助金交
付済み。協議会は、10月４日より申請した農家に
対し支援交付金の支払いを開始。１月末には全て
の買上げが終了する見込み。

農
林

6号
補正
(専決)

201
肉用牛経営緊急支援事
業

畜産農家の経営の負担が軽減できるよう、
飼料の現物支給を行うための経費について
支援する。

1,616,000
福島県畜産振興協会に1,370,624千円支出済み。
８月から３か月間の飼料を対象農家へ現物供給済
み。

農
林

6号
補正
(専決)

197

これまで４２件の相談があり、現在、２３件について
関係する地域耕作放棄対策協議会と調整中。
・飯舘村や川俣町（山木屋地区）の花き生産者４名
が避難先である川俣町の耕作放棄地２．６ｈａを再
生して営農を再開する取組に着手。
・南相馬市小高区の施設園芸農家が新地町で、営
農再開を検討
・南相馬市鹿島区の苗生産者がいわき市で営農
再開を検討
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

202
肥育牛全頭安全対策推
進事業

本県産肥育牛の県外出荷に当たり、出荷牛
全頭を対象として放射性物質検査を実施す
る。

141,398
出荷再開後、県外と畜場において、全頭検査を実
施している。8,240頭の検査を実施（1/27公表分）
※県内での検査頭数（県費支払い分）は3,120頭

農
林

予備費
12月
補正

203
水産物安全流通対策事
業

水揚げされた水産物の放射性物質を測定
し、安全性を確認するための分析器を購
入、設置する。

63,425

1月30日水産試験場本場に設置済み。機器調整
後、2月中旬から稼働予定。相馬支場（農業総合セ
ンター浜地域研究所）は、3月下旬から稼働予定。

農
林

9月補
正

204 農用地除染普及事業
除染技術の普及を加速させるため、技術を
活用した研修会等の開催を通じて、市町村
が行う除染作業を円滑に推進する。

3,998
反転耕実演会　5回開催

農
林

12月
補正

205
農業系汚染廃棄物処理
事業

放射性物質に汚染された農業系汚染廃棄
物の処理を推進するため、市町村等が計画
に基づき実施する一時保管や運搬などの取
組みにかかる経費を助成する。

349,011

事業実施中。
農
林

12月
補正

206
米の放射性物質緊急調
査

県内で生産された23年産米から食品衛生
法の暫定規制値を超える放射性セシウムが
検出されたことから、詳細な調査を早急に
実施する。

50,623

1月27日現在、分析点数28,215点の調査を行った。
1月末で調査完了予定。 農

林
予備
費

3,014,239
土
木

23
当初

18,308,000
土
木

5月
補正

緊急時避難準備区域の解除見込みに伴う
災害復旧費

4,532,100
土
木

7号
補正

相馬市道大洲松川線代行復旧費
375,000

土
木

9月
補正

208 都市災害復旧事業
都市公園、都市施設の災害復旧（５件）

279,794
・災害査定は５箇所全て完了し、１箇所発注済み。
なお、その他の４箇所については、海岸の災害復
旧事業との工程調整の上実施予定。

土
木

5月
補正

209
流域下水道整備事業
（特別会計）

流域下水道の災害復旧
554,000

災害査定は3箇所全て完了し、3箇所で着工済。 土
木

5月
補正

・1月31日現在、警戒区域等を除き931箇所全てに
おいて災害査定が完了し、672箇所で着工済み、う
ち430箇所で復旧が完了。

207

海岸、道路等施設の災害復旧
H23年度は全体の約42％を実施
（執行額ベース）
※３０ｋｍ圏内除く

土木災害復旧事業
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

400,000
土
木

23
当初

9,528,000
土
木

5月
補正

600,000
土
木

23
当初

11,621,000
土
木

5月
補正

緊急時避難準備区域の解除見込みに伴う
災害復旧費（真野川漁港）

730,000
土
木

7号
補正

警戒区域の見直しに伴う災害応急復旧費
（請戸漁港、富岡漁港）

39,000
土
木

12月
補正

8,187,100
土
木

5月
補正

348,000
土
木

9月
補正

1,208,100
土
木

5月
補正

1,394,000
土
木

9月
補正

677,000
土
木

6月
補正

335,000
土
木

9月
補正

1,100,000
土
木

12月
補正

小名浜港ふ頭埋立造成、上屋、荷役機械災
害復旧
全体の約83％　H23年度実施
（執行額ベース）

・1月31日現在　野積場や荷役機械等の復旧工事
について、予算ベースで約44%着工済。

相馬港ふ頭埋立造成、上屋、荷役機械災害
復旧
全体の約70％　H23年度実施
（執行額ベース）

漁港災害復旧事業

・1月31日現在　野積場や荷役機械等の復旧工事
について、予算ベースで約27%着工済。

港湾整備事業（特別会
計）

交付申請手続き中。復興対策
漁港施設の野積み場等沈下した用地の嵩
上げなどの復旧

210 港湾災害復旧事業

港湾等施設の災害復旧
全体の約44％　H23年度実施
（執行額ベース）

・1月31日現在　災害査定は327施設全て完了し、
100施設で着工済、うち54施設の復旧が完了。

211

漁港等施設の災害復旧
全体の約20％　H23年度実施
（執行額ベース）

・1月31日現在　災害査定は警戒区域等を除き349
施設全て完了し、99施設で着工済、うち28施設の
復旧が完了。

漁港事業213

212
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

地すべり等区域の災害復旧　（５件） 1,059,960 ７月上旬までに５件全てが採択され、事業に着手
済。

土
木

5月
補正

急傾斜地崩壊危険区域等の災害復旧
（９件）
内８件は市町村事業で国・県が9／10補助

211,550
７月上旬までに１件が採択され、事業に着手済。
残りの８件（市町村事業）は１月下旬に採択され、
現在、交付申請手続き中。

土
木

6月
補正

急傾斜地崩壊危険区域等の災害復旧
（４件）
４件全て市町村事業で国・県が9／10補助

92,520

１月下旬に採択され、現在、交付申請手続き中。
土
木

9月
補正

急傾斜地崩壊危険区域（特例）等の災害復
旧（２３件）
内１８件は市町村事業で国・県が9／10補助

1,077,200

交付申請にあたって国と協議中
土
木

12月
補正

215 県営住宅管理事業
県営住宅災害復旧（３４団地）

100,000
・34団地着手済
・29団地完了

土
木

23
当初

216 県営住宅改善事業
県営住宅災害復旧（１団地）

42,000
・1団地（100％）工事完了 土

木
23

当初
県営住宅災害復旧（５２団地）

551,075

・51団地着手済
・28団地完了
・年度内着手予定（52団地）
・年度内完了予定（44団地）※繰越予定8団地

土
木

5月
補正

県営住宅災害復旧（２団地）
27,500

・2団地着手済
・全団地年度内完了予定

土
木

9月
補正

都市公園等において子どもが受ける放射線
量の低減を図る。空間線量率が毎時１マイ
クロシーベルト以上の放射線量が確認され
た場所において表土等を改善する。市町村
公園は、１５市町村において、１／２補助す
る。

1,079,000

・県営公園については、あづま総合運動公園、逢
瀬公園において８月末完了。
・市町村公園は１５市町村において、対策予定公
園７５７箇所で、内５９２箇所について事業着手し、
その内５６４箇所で完了。

土
木

6月
補正

緊急時避難準備区域の解除に伴い、区域
内の都市公園等を対象に表土等の改善を
行う。

250,000

・県営公園は、東ケ丘公園（南相馬市）において、
１月に着手済み。
・市町村公園は、南相馬市において、対策予定公
園１２箇所で、内１０箇所について完了。

土
木

9月
補正

緊急砂防等災害関連事
業

214

都市公園環境緊急改良
事業

218

県営住宅災害復旧事業217
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

219 交付金事業（公園）

東日本大震災の津波被災地における防災
緑地の配置方針や断面構成について、学
識者等からなる委員会で検討し、防災緑地
計画のガイドラインを策定する。

9,000

・１２月１２日に第１回、１月２３日に第２回検討委
員会を開催し、基本的な考え方やガイドラインの内
容について検討した。
・２月２６日に第３回検討委員会を開催し、その後
ガイドラインとして３月中に公表の予定。

土
木

9月
補正

450,770
土
木

6月
補正

1,221,021
土
木

9月
補正

496,972
土
木

12月
補正

221 交付金事業（海岸）
海岸の無堤区間の解消のため、海岸堤防
を新たに整備する。（3海岸）

999,900
実施に向けて準備中 土

木
12月
補正

222 交付金事業（河川）
河川河口部の津波、高潮対策のため、堤防
の嵩上げを行う。（9河川）

1,107,400
実施に向けて準備中 土

木
12月
補正

223 交付金事業（道路）

東日本大震災からの本格的な復興に向け
て、沿岸市町と周辺地域を接続する地域間
連携道路の整備や市町村復興計画の支
援、橋りょう補修等による道路の防災・震災
対策を実施し、地域の活力向上や県民の安
全・安心の確保を図る。
・地域間連携道路の整備等（２６箇所）
・市町村復興計画に基づく道路の整備（２２
箇所）
・道路の防災・震災対策（橋りょう補修等）
（４３箇所）

6,875,991

実施に向けて準備中

土
木

12月
補正

224 原水及び浄水費
工業用水道施設（導水路、浄水場等）の復
旧

36,807
漏水１６箇所、施設１箇所全て復旧済。 企

業
6月
補正

225 配水及び給水費 工業用水道施設(配水路、給水施設等）の
復旧

142,885 漏水６５箇所、施設５箇所全て復旧済。 企
業

6月
補正

下水汚泥から放射性物質が検出されたた
め、溶融処理後の汚泥を保管する施設や封
入施設の設置を行い仮置きし適切に管理を
する。

・脱水汚泥を保管するためのヤードを逐次拡張。
・溶融処理後のスラグ等の保管封入施設の工事に
着手し２月中旬完成予定。

220
下水汚泥放射能対策事
業（特別会計）
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

226 建設改良費

水管橋の架替等工業用水道施設の復旧

841,616

施設５箇所のうち４箇所復旧済。水管橋架替工実
施中。 企

業

6月
補正
9月
補正

227 県立病院整備事業
震災に伴う会津総合病院の給湯設備改修
工事 8,400

実施、完了済み 病
院
局

5月
補正

228
サテライト校の設置経
費

サテライト校の設置に要する経費
87,682

ＬＡＮの整備、必要物品等の整備について、概ね
整備済。今後は必要に応じてサテライト校の運営
経費等を支出。

教
育

1号
補正
(専決)

229
被災児童生徒等就学支
援事業

避難している幼児の、幼稚園の入園料・保
育料に対する補助、及び児童生徒が小中
学校での就学に必要な学用品費等に対す
る補助を行う。

1,291,924

該当市町村に対し交付決定済。10市町村に対し概
算払い実施済（10月25日）。今後、市町村の実績
に応じて変更内示を行う予定。

教
育

5月
補正

230
被災児童生徒等臨時特
例就学支援事業

被災した特別支援学校に通う幼児児童生徒
の世帯に対し、緊急的に就学支援等を実施
する。

2,583
特別支援学校において、就学奨励費の支給につ
いて事務手続が完了した24名に対し、支給中。

教
育

5月
補正

231 高校生通学支援事業

通学が困難となった相双地域の生徒の通
学手段を確保するため、通学バスを運行す
るとともに、サテライト校への通学や転学を
余儀なくされた県内生徒等に対して通学費
の支援を行う。

285,621

（通学バス）　5月9日から12月20日まで運行
（通学費支援）　延べ3,190件、48,503千円を支給
　　　　　 　　　　　　　　　　　　　（12月28日現在）

教
育

5月
補正

232
スクールカウンセラー等
緊急派遣事業

避難した児童生徒等の心のケア等に対応
するため、スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーを派遣する。

273,674

(スクールカウンセラー）
これまでに、東京都、埼玉県臨床心理士会等から
235名の派遣を含め、現在、幼稚園3園、小学校
110校、中学校174校、高等学校74校、特別支援学
校3校、合計364校に派遣。
（スクールソーシャルワーカー）
本宮市、川俣町、矢吹町、会津坂下町、南会津
町、大熊町の１市５町及び各教育事務所（南会津
を除く）に計１８名を派遣。

教
育

5月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

233
高等学校奨学資金貸付
金

震災により修学環境が大きく変化した高校
生に対し、奨学資金を貸与する。

777,600

震災特例採用（条件により返還義務の免除あり）
について在学している学校を通じ募集を行った結
果、１/23時点で1,183件の応募あり。引き続き
2/16(最終学年は1/31)まで募集実施。
その他通常の緊急採用についても引き続き随時、
申込み受付中。

教
育

5月
補正

234
線量低減化機器等整備
事業

公立学校等において、校舎等を洗浄するた
めの機器等を整備する。

59,278

（県立学校）
緊急時避難準備区域内の学校も含め、校舎等の
洗浄を実施。引き続き、校舎等の洗浄を実施予
定。
（市町村立学校）
４１市町村（うち高圧洗浄機の申請は３９市町村）

教
育

3号
補正
(専決)

235
子どもの心のケア緊急
支援事業

被災した子どものＰＴＳＤの見つけ方、具体
的なケアの手法等について県内の学校関
係者に理解してもらうために、専門家による
講習会を実施する。

2,434

　県北・相双地区を対象に11月8日、会津・南会津
地区を対象に11月10日、県中・県南・いわき地区を
対象に11月17日に研修会を開催した。
　さらに、心の教育プログラムに関する実践的な研
修会を11月16日、11月25日、11月28日に開催し
た。

教
育

6月
補正

236
双葉地区教育構想緊急
対応事業

サテライト開設となった富岡高校の緊急の
寮に係る生活環境及びスポーツ競技に係る
授業トレーニング環境を整備する。

25,615

(1)寮生活環境整備
　福島市、猪苗代町に緊急の寮を設置。
(2)授業トレーニング環境等整備
　練習用具や遠征費用について支援。

教
育

6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

237
ふくしまっ子体験活動応
援事業

子どもたちが屋外での活動を控えている中
で、心身ともに伸び伸びと自然体験活動等
ができる機会を提供する。
(1)体験活動応援補助事業
　自然体験活動等を実施する市町村等に宿
泊費等を補助する。
(2)自然の家体験活動応援事業
　自然体験や創作活動等を会津自然の家
で実施する。
(3)移動教室・体験活動応援事業（10月～）
　特別活動等を県内の他地域で行う小・中
学校等に宿泊費等を補助する。

※9月までの予定だったが、平成24年3月ま
で延長

2,987,916

（１月23日現在）
(1)体験活動応援補助事業
　　補助申請を受付中。随時、交付決定。
　　申請件数　　８，２９８件、３１２，９２９人
　　　　　　　（うち、子ども２６０，６３１人）
(2)自然の家体験活動応援事業
　　日帰り：１３回開催　（終了）
　　　　　　　　（実績人数　１，７２３人）
　　宿  泊：①１泊２日　３回開催 （あと２回予定）
　　　　　　 ②２泊３日　２回開催 （終了）
　　　　　　　　　（実績人数　７６０人）
(3)移動教室体験活動応援事業
　　補助申請を受付中。随時、交付決定。
　　　　申請件数　６５４件、６０，８０３人
　　　　　　　 （うち、子ども５６，５１０人）

教
育

6月
補正

238
地域スポーツ人材の活
用実践支援事業

○中学校・高等学校の運動部活動と中学校
の武道・ダンスの授業へ地域スポーツ人材
の活用を促進しており、東日本大震災によ
り、移転を余儀なくされ、他施設での練習等
を行わなければならない学校に対して移動
費等の支援を行う。

6,855

（12月28日現在）
(1)中学校・高等学校の運動部活動
　　40人（中学校20人、高等学校20人）
(2)中学校の武道・ダンスの授業
　　23人（武道18人、ダンス5人）
(3)東日本大震災による移転中学校・高等学校の
運動部活動の支援
　　17校（中学校5校、高等学校12校）

教
育

9月
補正

239 遺跡分布調査費

常磐自動車道の供用が、福島県の復興を
後押しするとの見解から、東日本高速道路
（株）による用地買収が急速に進み、試掘調
査実施面積が増加したことによる調査費の
増

1,596

予算計上した調査対象面積については試掘調査
（現地調査）を１２月上旬に終了。
２月末に報告書刊行の予定。

教
育

9月
補正

240
サテライト校就職支援
事業

就職を希望する生徒が、県内で開催する就
職面接会へ参加するためのバス借上げ等
を実施する。

2,240

就職面接会（10月24日福島会場、10月31日郡山
会場、11月8日いわき会場）への参加希望者に対
して、業者と契約し、バスによる送迎を実施した。

教
育

9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

241
サテライト校進学支援
事業

大学進学を希望する生徒の学力向上を図
るため、合同学習会を実施する。 1,304

相双会場が12月11日(日)及び18日(日)、県中会場
が12月10日(土)及び11日(日)にそれぞれ実施し
た。

教
育

9月
補正

242
サテライト校等特別活
動支援事業

生徒が一堂に会して卒業式等の学校行事
を行うため、バス借り上げ等を実施する。 27,107

事業実施対象校において、生徒が一堂に会する
交流会や文化祭等の学校行事を行った。今後は
卒業式の実施を予定している。

教
育

9月
補正

243
サテライト校受験者支
援事業

Ⅰ期選抜において、他地区からサテライト校
を受験する生徒に対して、受験会場までの
送迎バスを手配する。

640

Ⅰ期選抜日程：２月２日～３日。
予定台数：バス１０台
出発予定地：福島駅、郡山駅、会津若松駅、
　　　　　　　　いわき駅、猪苗代駅

教
育

12月
補正

244
安心・安全のための学
校給食環境整備事業

放射能測定システムを購入し、財団法人福
島県学校給食会に貸与する。

10,162
購入にあたり入札手続中。 教

育
12月
補正

245
特別支援学校における
医療的ケア実施事業

電源を必要とする医療機器を使用している
医療的ケアが必要な特別支援学校児童生
徒等について、緊急時の電源確保のために
小型自家用発電機を整備する。

5,582

購入にあたり入札手続中。
教
育

12月
補正

246
指定文化財保存活用事
業（災害復旧）

文化財保護のため、文化財所有者が東日
本大震災により被災した文化財の修復を実
施する場合に補助金を交付する。

16,263
補助要綱改正後、各事業者からの交付申請を受
け付け、交付決定していく。
（予定：国指定 ９件、県指定 ３件）

教
育

12月
補正

247
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災及びその後の余震により被
災した県立学校施設等において、大規模な
復旧事業について調査設計の委託を行う。 264,848

実施期間　H23.7.12～H24.3.30
対象施設　28校71棟（被災度区分判定の結果、調
査設計が必要と判断されたもの）のうち27校67棟
で着手済。

教
育

5月
補正

248
県立学校施設応急仮設
校舎等設置事業

東日本大震災の発生により校舎が被災した
学校や、原発事故により国から区域外への
避難指示がなされ移転を余儀なくされた学
校を対象に、応急仮設校舎の設置を行う。

2,048,767

設置数　　12箇所24棟（10校＋サテライト4校）
8月末までに完成済。 教

育
6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

249
県立学校施設応急仮設
校舎等設置事業

分散設置をしているサテライト校の教育環
境改善のため、応急仮設校舎等の追加設
置を行う。

328,869
設置数　6箇所8棟（うち1箇所2棟はいわき明星大
学校舎使用、サテライト8校）
3月完了に向け、事業実施中。

教
育

12月
補正

250 教育施設表土改善事業

空間線量率が１μSv/h以上の県立学校の
校庭の表土改善を行う。

943,916

実施期間　H23.6.20～H23.8.31
対象校　　28校の校庭、側溝等
実施数量　479,660㎡（校庭）、40,983m（側溝）
8月末までに完了済

教
育

3号
補正
(専決)

251 教育施設表土改善事業

空間線量率が１μSv/h以上の県立学校の
校庭の表土改善を行う。

117,580

実施期間　H23.9.26～H23.11.14
対象校　2校（原町高、相馬農業高）の校庭、側溝
等
実施数量　67,821㎡（校庭）、2,598㎡（側溝）
11月中旬までに完了済

教
育

9月
補正

252
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災により被災した県立学校施設
等について復旧を行い、早急に教育環境の
整備を図る。 600,000

教
育

1号
補正
(専決)

253
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災により被災した県立学校施設
等について復旧を行い、早急に教育環境の
整備を図る。 748,541

教
育

6月
補正

253
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災により被災した県立学校施設
等について復旧を行い、早急に教育環境の
整備を図る。 2,653,304

教
育

9月
補正

254
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災により被災した県立学校施設
等について復旧を行い、早急に教育環境の
整備を図る。 1,409,452

教
育

12月
補正

対象施設　1,004件（92施設）
完了数　 　718件（竣工金額割合20.6%）
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

被災した県立社会教育施設において大規
模な復旧事業を行う
・県立図書館
・県立美術館
・いわき海浜自然の家

323,209

実施期間　H23.10～H24.3
対象施設　3件
・県立図書館・・・工事契約済
・県立美術館・・・調査設計終了
・いわき自然の家・・・事業実施に向け調査設計を
実施中。

教
育

6月
補正

・県立美術館・・・収蔵作品の修復を行う
・いわき海浜自然の家・・・調整池の浚渫を
追加。

145,221

・県立美術館・・・事業実施中、今年度中に完了。
・いわき海浜自然の家・・・事業実施に向け調査設
計を実施中。

教
育

9月
補正

256
社会教育施設線量低減
事業

県立施設の除染及び市町村社会教育施設
の線量低減事業への補助を行う

98,952
県立美術館（3月完了予定）及び郡山自然の家（2
月中旬完了予定）において事業実施中。

教
育

9月
補正

257
公立学校等校庭土壌緊
急改良事業

市町村が空間線量率毎時１マイクロシーベ
ルト未満の学校等で表土の改善を行う場合
に費用の一部を補助する。

5,545,170
教
育

6月
補正

258
公立学校等校庭土壌緊
急改良事業

市町村が空間線量率毎時１マイクロシーベ
ルト未満の学校等で表土の改善を行う場合
に費用の一部を補助する。

133,971
教
育

9月
補正

259
公立学校等校舎内緊急
環境改善事業

公立幼稚園、小学校、中学校及び特別支援
学校にエアコン又は扇風機の設置を希望す
る市町村に対して、一部補助を行う。 1,976,480

補助期間　平成23年度
補助率　　 １/２の額以内
提出された事業計画書により42市町村に補助金
1,298,925千円を内示し、市町村で事業実施中。

教
育

6月
補正

260
県立学校施設内緊急環
境改善事業

県立学校施設内において中庭表土等の除
去など、空間放射線量低減対策を実施す
る。

237,696
66校に予算配分済。58校で工事発注済。

教
育

6月
補正

社会教育施設災害復旧
事業

255

補助期間　平成23年度
補助率　　 １/２の額以内
市町村に補助金交付要綱を通知するとともに事業
計画書を取りまとめ交付決定(内示）。
（補助金見込額　28市町村　940百万円）
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H24.2.7

261 庁舎維持管理補修事業
震災に伴う庁舎等の修繕経費
（福島・郡山免許センター庁舎・コース補修） 11,417

着手中（郡山免許センター庁舎・コース補修）、補
修工事竣工（福島免許センター庁舎・コース補修）

警
察

5月
補正

262
交通安全施設整備補助
事業

信号機、道路標識、道路標示等の交通安全
施設の復旧 547,048

一部復旧しており、その他についても契約済み又
は契約に向けた作業を進めているところである。

警
察

5月
補正

263 刑事警察支援事業
被災場所及び避難区域内外に小型よう撃
捜査支援装置100式を設置し、犯罪の検挙・
犯罪抑止にあたるもの

165,900
11/8までに100式納品済。順次設置し、運用開始。

警
察

5月
補正

264 庁舎維持管理補修事業
震災復旧に伴う庁舎等の補修経費

104,270
順次、事業に着手中 警

察
6月
補正

265 庁舎維持管理補修事業
震災復旧に伴う庁舎等の補修経費

29,537
順次、事業に着手中 警

察
9月
補正

266 警察行政事業
震災に伴う警察本部代替庁舎の借上経費
（８月～３月分）

43,479
事業実施済み 警

察
6月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

1 県外情報発信事業

全国向け民放テレビ番組を活用し、福島の
“今”の魅力を発信することにより、本県の
農林水産物や観光に対する風評被害を払
拭させることを目的とするもの。 15,498

めざましテレビ　柳津町紅葉中継　11月2日
旅サラダ　会津若松市、外観光地紹介　11月5日
もしもツアーズ　南会津町、下郷町、会津若松市観
光地紹介　11月12日
東日本女子駅伝　福島市中継　11月13日
報道ステーション　いわき白水阿弥陀堂中継　11
月16日

知
事
直
轄

23
当初

2
地方振興局重点施策推
進事業費

重点施策推進事業において、東日本大震
災による新たな地域課題への対応を追加。

25,000

【主な事業】
県北：首都圏での桃のPRイベント開催
県中：首都圏キャラバン隊による風評被害払拭
　　　のための要請活動
県南：県外での県南・いわき・南会津の三地方
　　（南部軸）連携による復興イベント開催
会津：大学生と連携した地元産品の復興支援
南会津：風評被害払拭のための観光物産展
相双：「がんばろう そうそう！」復旧・復興支援
　　　プロジェクト

総
務

23
当初

3
私立学校設備整備事業
等補助金

私立学校を設置する学校法人等が国の補
助を受けて実施する学校施設等の災害復
旧事業に対して補助

305,250

被災法人等に対し、国庫補助事業対象計画を照
会中。　１２月１６日現在、１９１校中、提出済１１３
校、提出予定２校、予定なし７６校

総
務

5月
補正

4
福島県私学振興基金協
会貸付金

（社）福島県私学振興基金協会による貸付
等を通じて東日本大震災等により被災した
私立学校の災害復旧等を支援

254,118

１２月１６日現在、貸付１３件１２５，４６０千円
総
務

5月
補正

5
私学学校運営費補助金
（一般分）

私立学校を設置する学校法人が、東日本大
震災等により、就学が困難となった生徒等
に対し、授業料等を免除した場合、補助金
を交付（小・中・高・幼稚園分）

176,304

１２月１６日現在、１４法人２１校（小中高）へ７４，３
３６，１８２円交付決定 総

務
5月
補正

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

1
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

6
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

（社）福島県全私立幼稚園協会が、東日本
大震災等により、就学が困難となった幼児
の保育料等を免除した場合、免除した額の
範囲内で補助金を交付（学校法人立以外の
幼稚園分）

2,056

交付要綱策定中

総
務

5月
補正

7
私立専修学校運営費補
助金

私立専修学校を設置する学校法人が、東日
本大震災等により、就学が困難となった生
徒に対し、授業料等を免除した場合、補助
金を交付

31,318

事業計画照会、交付要綱策定中
総
務

5月
補正
9月
補正

8
私立専修学校振興助成
事業補助金

（社）福島県私立専修学校各種学校連合会
が、東日本大震災等により、就学が困難と
なった生徒の授業料等を免除する非学校法
人立の専修学校・各種学校に対し、免除し
た額の範囲内で補助金を交付

11,910

事業計画照会、交付要綱策定中

総
務

5月
補正
9月
補正

9
緊急スクールカウンセ
ラー等派遣事業

東日本大震災により被災した児童生徒等の
心のケアなどに当たるため、国の委託によ
り、緊急にスクールカウンセラー等の派遣を
実施

22,887

福島県臨床心理士会へ事業委託済。７月１日以降
２２校へ１５人計１２４回派遣（１１月３０日現在）。 総

務
5月
補正

2
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

10
私学学校運営費補助金
（一般分）

私立学校の児童・生徒等が受ける放射線量
の低減を図るため、校庭・園庭の表土の改
善等を行う工事及び校舎等を洗浄するため
の高圧洗浄機等を整備する費用を補助
（小・中・高・幼稚園分）

284,957
総
務

3号
補正
(専決)

11
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

非学校法人立の私立幼稚園の園児が受け
る放射線量の低減を図るため、園庭の表土
の改善等を行う工事及び園舎等を洗浄する
ための高圧洗浄機等を整備する費用を補
助

5,764
総
務

3号
補正
(専決)

12
私立専修学校運営費補
助金

学校法人立の専修学校の生徒が受ける放
射線量の低減を図るため、校庭の表土の改
善等を行う工事及び校舎等を洗浄するため
の高圧洗浄機等を整備する費用を補助

12,614
総
務

3号
補正
(専決)

13
私立専修学校振興助成
事業補助金

非学校法人立の専修学校の生徒が受ける
放射線量の低減を図るため、校舎等を洗浄
するための高圧洗浄機等を整備する費用を
補助

298
総
務

3号
補正
(専決)

14
私立学校運営費補助金
（一般分）

私立学校の児童・生徒等が受ける放射線量
の更なる低減を図るため、校庭・園庭の表
土の改善等を行う工事及びエアコン等を整
備する費用を補助（小・中・高・幼稚園分）

751,638
総
務

6月
補正

15
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

非学校法人立の私立幼稚園の園児が受け
る放射線量の更なる低減を図るため、園庭
の表土の改善等を行う工事及びエアコン等
を整備する費用を補助

40,473
総
務

6月
補正

１２月１６日現在１７８校中
（表土改善）
実施済１２１、実施中５、今後実施予定１９、実施予
定なし３３
（高圧洗浄機）
実施済８０、実施中０、今後実施予定２１、実施予
定なし７７
（泥落としマット）
実施済５３、実施中０、今後実施予定１９，実施予
定なし１０６
（エアコン）
実施済９２、実施中２、今後実施予定１２、実施予
定なし７２
（扇風機）
実施済５３、実施中１、今後実施予定８、実施予定
なし１１６
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（千円）
事業の進捗状況 部

局
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復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

16
私立専修学校運営費補
助金

学校法人立の専修学校の生徒が受ける放
射線量の更なる低減を図るため、校庭の表
土の改善等を行う工事及びエアコン等を整
備する費用を補助

35,177
総
務

6月
補正

17
私立専修学校振興助成
事業補助金

非学校法人立の専修学校の生徒が受ける
放射線量の更なる低減を図るため、校庭の
表土の改善等を行う工事及びエアコン等を
整備する費用を補助

18,289
総
務

6月
補正

18
私立学校運営費補助金
（一般分）

緊急時避難準備区域に所在する私立高等
学校及び幼稚園の校庭・園庭の表土の改
善等を行う工事、エアコン等及び高圧洗浄
機等を整備する費用を補助

28,553
総
務

9月
補正

19
私立幼稚園教育振興助
成事業補助金

緊急時避難準備区域に所在する非学校法
人立の私立幼稚園の園庭の表土の改善等
を行う工事、エアコン等及び高圧洗浄機等
を整備する費用を補助

2,406
総
務

9月
補正

20 医科大学災害復旧事業
公立大学法人福島県立医科大学の施設・
設備等に係る災害復旧経費の補助

72,628
事業実施中。（一部は完了） 総

務
6月
補正

21 会津大学災害復旧事業
公立大学法人会津大学の施設・設備等に
係る災害復旧経費の補助

83,815
事業実施中。 総

務
6月
補正

22
医科大学東日本大震災
被災学生就学支援事業

東日本大震災被災学生等の授業料等減免
により生じる公立大学法人福島県立医科大
学の収入減について補助

20,136
法人の被災学生等への授業料等減免実施中。
県、補助事業実施に向け準備中。

総
務

12月
補正

23
会津大学東日本大震災
被災学生就学支援事業

東日本大震災被災学生等の授業料等減免
により生じる公立大学法人会津大学の収入
減について補助

35,331
法人の被災学生等への授業料等減免実施中。
県、補助事業実施に向け準備中。

総
務

12月
補正

24
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（本庁舎時計塔解体ほか応急復旧工事、上
層階ロッカー入替等）

129,000
時計塔の解体等、応急復旧工事は概ね完了して
いる。

総
務

知事
専決

１２月１６日現在１７８校中
（表土改善）
実施済１２１、実施中５、今後実施予定１９、実施予
定なし３３
（高圧洗浄機）
実施済８０、実施中０、今後実施予定２１、実施予
定なし７７
（泥落としマット）
実施済５３、実施中０、今後実施予定１９，実施予
定なし１０６
（エアコン）
実施済９２、実施中２、今後実施予定１２、実施予
定なし７２
（扇風機）
実施済５３、実施中１、今後実施予定８、実施予定
なし１１６

4
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事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

25
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（庁舎内外壁修繕、舟場町分館改修ほか復
旧修繕等）

212,537
復旧修繕は概ね完了し、復旧工事の実施中及び
実施に向け準備中。

総
務

6月
補正

26
県庁舎整備に要する経
費

県庁舎の復旧
（西庁舎天井裏耐火被覆復旧工事、本庁舎
避雷設備復旧工事）

47,251
工事の実施中及び実施に向け準備中。

総
務

9月
補正

27
合同庁舎整備に要する
経費

合同庁舎の復旧
（設備等修繕、被災状況調査等）

16,000
南相馬合同庁舎の被災状況調査は完了
合同庁舎の復旧修繕は概ね完了。

総
務

知事
専決

28
合同庁舎整備に要する
経費

合同庁舎の復旧
（渡り廊下解体、設備改修）

23,549 復旧工事を実施中。
総
務

6月
補正

29
合同庁舎整備に要する
経費

合同庁舎の復旧
（郡山北分庁舎解体工事、南相馬南庁舎補
強工事）

87,417
工事の実施中及び実施に向け準備中。

総
務

9月
補正

30
公舎提供による避難者
支援（施設管理課等）

空室となっている職員公舎の避難者への提
供

0
２９戸の住居を提供した。 総

務
－

31
職員公舎整備に要する
経費

公舎の復旧
（被災公舎復旧修繕及び解体工事）

9,636
工事の実施に向け準備中。 総

務
9月
補正

32
(財)福島県市町村振興
協会交付金

東日本大震災復興宝くじの収益金を(財)福
島県市町村振興協会を通じて、復旧・復興
の財源として市町村へ交付する。

1,893,207
12月に（財）福島県市町村振興協会を通じて各市
町村へ交付済み。交付額：540,718千円

総
務

6月
補正

33 核燃料税交付金

原子力発電所立地地域振興基金の一部を
取崩すことにより、交付金の特別枠を新設
し、復旧・復興の財源として立地市町村等に
交付する。

4,336,100

７月２９日に原子力発電所立地市町村等へ交付済
み。 総

務
6月
補正

34
復興ビジョン等策定事
業

本県の復興に向けた復興ビジョン、復興計
画の策定及び福島県復興ビジョン、復興計
画検討委員会の開催等

5,148

８月１１日に復興ビジョン策定
企
調

6月
補正

35 復興計画策定事業
復興ビジョンを踏まえた復興計画の策定に
向け、復興計画検討委員会及び分科会の
開催

1,885
１０月～１１月に検討委員会及び分科会を開催
１２月に復興計画策定

企
調

9月
補正

5
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事業の進捗状況 部
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サポート事業採択実績（１１月末日現在）
　209件（県北18、県中37、県南27、会津77、南会
津20、相双15、いわき15）（一般枠165件、活性化
枠44件）
うち「震災復興及び関連する取組み」として146件
採択。（一般枠165件の９割弱）
【震災復興関連の主な事業例】
　県中：被災者向けモニターツアーの実施
　会津：首都圏の社員食堂や社員旅行での活用
PR
　相双：首都圏や県外避難先で「相双味祭り」の開
催
　いわき：仮設商店街で週末ごとにイベント開催

企
調

23
当初

県戦略事業の実施状況（１１月末日現在）
「がんばろう！ふくしま～ふくしまを応援してくださ
い！～（県南）」
「復興マルシェ（県北）」…相双からも出店
「会津復興キャンペーン『あいづ稀処(まれどころ)
市』（会津）」…南会津の物産も合わせて販売

企
調

23
当初

37
放射線に関する問い合
わせ窓口

原子力事故に対する県民の不安解消を図
るため、放射線に関する県民からの問い合
わせを受け付ける電話窓口を設置するも
の。

原子力安全
課より適宜
配分を受け
執行

設置：H23.3.17
体制：6～8名（職員、国からの応援、嘱託員）
相談件数：25,416件
※8/9から政府原子力災害現地対策本部が放射
線に関する相談を受ける「ワンストップ相談窓口」
事業を開始したことに伴い従来の窓口は8/8で終
了。

企
調

－

38
放射線健康リスク管理
アドバイザー

県民の安全・安心を図るため、放射線によ
る健康への影響についてアドバイスをいた
だき、放射線と健康に関する正しい知識を
県民に提供するもの。

原子力安全
課より適宜
配分を受け
執行

アドバイザー：3名を委嘱
　　　　　　　（長崎大学教授2名、広島大学1名）
活動内容：放射線の健康への影響に関する講演
会等を開催

企
調

－

36
地域づくり総合支援事
業（サポート事業、県戦
略事業）

サポート事業において、震災復興及び関連
する取組みを最優先で採択。県戦略事業に
おいても、風評被害防止のための事業を積
極的に展開。

403,498

6



資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

39 情報通信基盤運営事業

東日本大震災等により被害を受けた情報通
信ネットワークシステムのネットワーク機器
を補充し、執務室のLAN環境を再構築す
る。

8,287

事業実施に向け準備中（見積書徴収済み）
企
調

6月
補正

40
情報通信基盤災害復旧
事業

被災した光ファイバ施設の復旧費用を補助
する。 -

10月交付決定、事業実施中
（南相馬市）
（※国直接補助 11百万円）

企
調

-

41
携帯電話等エリア整備
支援事業

被災した移動通信用鉄塔施設の復旧費用
を補助する。

3,114
交付申請中
（天栄村）

企
調

12月
補正

42
文化センター災害復旧
事業

被災した県文化センターの災害復旧に係る
調査設計の委託及び建物・設備の復旧工
事等を行う。

1,091,774

・調査設計発注済み
・復旧工事等については、調整中

文
ス
ポ

6月
補正
9月
補正

43
ふくしま海洋科学館災
害復旧事業

被災したふくしま海洋科学館の災害復旧に
係る調査設計を委託する。

1,517,281

調査設計発注済み 文
ス
ポ

6月
補正
12月
補正

44
新たな県民運動・ステッ
プアップ事業

新“うつくしま、ふくしま。”県民運動の推進、
地域活動団体等の活動基盤を強化するた
めの事業を行う。

47,888
９月～実施中 文

ス
ポ

23
当初

45
地域づくり総合支援事
業（地域協働モデル支
援事業）

地域活動支援団体等と市町村等が行う先
駆的な協働モデル事業（震災対応含む）に
補助を行う。

60,360

震災対応案件など８事業を補助対象として選定済
み。年内に２次募集を開始。

文
ス
ポ

23
当初
12月
補正

46
ふるさと雇用再生特別
基金事業｢地域コミュニ
ティ活動支援事業｣

地域コミュニティ活動支援アドバイザーによ
る地域課題解決へ向けた住民活動の支援
(震災対応含む)　、地域課題解決事例の情
報収集・発信等を行う。

15,503

４月～実施中
文
ス
ポ

23
当初

47
福島体育館災害復旧事
業

福島体育館の建物・設備の修繕を行う。
10,000

修繕契約締結済み。今年12月中の完了を計画し
ており、来年1月中には利用を再開できる見込みで
ある。

文
ス
ポ

9月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

48
東日本大震災記録保存
活用事業

東日本大震災関連の体験や教訓などを次
世代に継承するため、その記録等の収集を
行う。

3,100
11月10日より東日本大震災関連の体験・記憶・記
憶等の募集開始

文
ス
ポ

9月
補正

49
ふるさと絆情報ステー
ション設置事業

民間借り上げ住宅等入居者への情報提供
と交流の場とするため、ふるさと絆情報ス
テーションを設置する。
※がんばろう福島！絆づくり応援事業より
適宜予算配分を受け実施

－

県内の大型小売店舗１１箇所に、情報ステーション
を設置した。 文

ス
ポ

－

50 災害見舞金の交付

東日本大震災による自然災害により死亡し
た方の遺族等に災害弔慰金を支給するとと
もに、被災者の生活の立て直しを目的とし
た貸付を行う。 8,135,714

市町村より支給、貸付を進めている。
12/15現在
　災害弔慰金  支給済　1,867件  5,307,500千円
  災害障害見舞金　支給済　1件　1,250千円
　災害援護資金貸付金  貸付済　1,279件
2,363,360千円

生
環

23
当初
5月
補正
6月
補正
12月
補正

51
阿武隈急行災害復旧事
業費補助金

東日本大震災により被害を受けた阿武隈急
行線の施設の復旧経費について、沿線自
治体とともに支援する。

71,701

平成23.12.1から通常運行開始
生
環

6月
補正
12月
補正

52
福島臨海鉄道災害復旧
事業費補助金

東日本大震災により被害を受けた福島臨海
鉄道の施設の復旧経費について、国と協調
して支援する。

129,896
泉駅～宮下駅間については仮復旧で運行
12月補正予算成立

生
環

12月
補正

53
震度情報ネットワークシ
ステム保守管理事業

東日本大震災により被害を受けた震度情報
ネットワークシステムの震度計を修理する。 21,998

11月中旬現在、10市町村11震度計修理箇所のう
ち、5箇所の震度計基礎台の修繕は完了し、3箇所
の補修工事も完了。

生
環

6月
補正

54
総合情報通信ネット
ワーク整備事業

東日本大震災により被害を受けた総合情報
通信ネットワーク通信機器等を修理する。

197,215
事業費の精査が済み次第、順次修理する予定。 生

環
6月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

55 放射能対策事業

県民に正確な情報を提供するため、原子力
発電所からの放射性物質漏えいに関して、
農水畜産物、土壌、水道水等の放射線測定
を実施するとともに、県内全域で空間放射
線量についてモニタリングを行う。

1,512,625

モニタリングを継続するとともに、放射能対策パン
フレット等を作成･配布
(1) モニタリング
a.空間線量率
　・定点調査93箇所
　・学校等調査1,729箇所
　・公民館等調査417箇所　観光地226箇所　等
b.環境試料 (11/30現在)
　・大気　2,068検体　    ・陸水　 24,357検体
　・土壌　2,947検体      ・海水　　 　711検体
　・農畜産物　14,004検体  ・その他　1,827検体
(2) 県HPでの放射能測定マップ公開(8/29～)
　・定点調査、学校・児童施設等調査、公園調査他
　・以降、順次公開予定
(3) 放射能対策パンフレット
　・除染の進め方等（全戸配布）　700,000部
　・子ども･保護者向け　　　　　　　525,000部
　・線量低減対策手引・第１版　　120,000部
　・線量低減対策手引・第２版　　200,000部

生
環

5月
補正
6月
補正

56
産業廃棄物関係モニタ
リング機能強化事業

東日本大震災により被害を受けた環境セン
ターのケミカルハザード対策室を復旧する。 6,520

9/28　設計業務委託契約締結
11/25　設計業務完了
12/14 補修工事入札公告

生
環

6月
補正

57
モニタリングポスト緊急
整備事業

発電所周辺及び県内全域に可搬型モニタリ
ングポストを、保育園、幼稚園、小中高等学
校、公園等に小型のオンライン線量計を配
置し、空間線量をインターネット上にわかり
やすく公開する。
（ふくしまの子どもを守る緊急プロジェクト事
業）

5,760,000

事業実施に向け調整中
事業規模
　・オンライン線量計　2,700台
　　　平成24年2月運用開始予定
　・可搬型モニタリングポスト414台
　　　平成24年3月運用開始予定

生
環

－
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

58
放射能簡易分析装置整
備事業

消費者が消費する食品の安全・安心を確保
するため、自家消費野菜などの放射性物質
の濃度を身近なところで分析できるよう、各
市町村に４００台程度簡易分析装置を整備
する。

1,396,979

(1)消費者庁第１次配備  （設置済）
　　14台（１県、13市町村）
(2)消費者庁第２次配備  (1月上旬以降設置見込)
　　31台（29市町村）
(3)年度内に全ての市町村へ配備する

生
環

12月
補正

59
緊急的生活空間除染事
業

国の除染に関する緊急実施基本方針が示
されたことにより、追加被ばく線量が1～
20mSv(年間)となる地域について、市町村が
策定する除染計画に基づき、実施する除染
対策の総合的な支援を行う。

2,121,598

(1)面的除染モデル事業
　・一般住宅等の除染、実証試験の実施
　・一時保管施設の設置
※福島県面的除染モデル事業業務委託
　委託契約締結 11/14　　現地作業開始 11/24
※福島県除染技術実証事業
　・除染技術の公募 11/4～11/17
　・応募件数　177件
　・選定技術　20件選定・公表 11/24
　・実地試験開始　12/1～
(2)一時保管施設設置に係るリスク・コミュニケー
　　ション事業
　・安全安心フォーラム地域対話集会の開催に
    よる住民理解の促進
※福島市（11月27日）、郡山市（1月29日予定）、南
相馬市（2月12日予定）、いわき市（2月19日予定）

生
環

9月
補正

60 除染対策事業

（１）市町村除染対策支援事業
除染実施計画に基づき市町村が実施する
民家、公共施設、道路、農地や森林（生活
圏）の除染及び仮置場設置等に係る経費を
交付する。
（２）除染対策推進事業
市町村の除染実施計画に基づき、県管理
施設の除染を行う。

15,325,424

12月補正予算成立
（１）市町村に対する支援等
　・除染対策事業交付金交付要綱（12/9制定）
　・市町村除染計画策定マニュアル（12/9配付）
　・公募型随意契約の手引き（12/28配付）

生
環

12月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

61
線量低減化活動支援事
業

通学路、側溝、公園などの子どもの生活空
間における放射線量の調査及び清掃、草刈
りなどの放射線量の低減化を図る活動を行
う団体等に対して補助をする。
（ふくしまの子どもを守る緊急プロジェクト事
業）

3,603,312

12/20現在　22市町村（554団体）に対して交付決
定済み。
約5,000団体が交付申請予定。 生

環
6月
補正

62 除染業務講習会

県内の除染業務に従事される方を対象に、
作業を適切かつ安全に行うための基礎的な
知識・技能習得を目的とした講習会を開催
する。

－

平成２３年度第Ⅰ期
　10月～11月　県北、県中地区会場
　５回開催：受講者５００名
平成２３年度第Ⅱ期
　11月～12月　県中、会津、相双、いわき地区会場
　５回開催：受講者６０８名
平成２３年度第Ⅲ期
　１月～３月　県北、県中、会津、相双、いわき地区
会場
　５回開催：受講者２，５００名（予定）

生
環

－

63 除染情報プラザ

地域における除染を効率的かつ効果的に
進めるため、除染に関する情報拠点となる
除染情報プラザを設置し、放射線に関する
専門知識を有する専門家やボランティアの
参画を促進するなど、市町村や県民の除染
ニーズに即応できる体制を整える。

－

11/18　除染情報プラザ準備室を設置
平成24年１月頃を目処に開設予定
業務内容
（１）除染専門家の派遣
　市町村等からのニーズに応じて専門家（登録数
約150名）を適時適切に派遣する。
（２）ボランティアの派遣
　市町村等からのニーズに基づいて、ボランティア
を効率・効果的に派遣を行う。
　・除染専門ボランティア登録数  約120名
　・一般ボランティア登録数         約650名
（３）除染情報の発信
　除染に関する様々な情報収集と発信を行う。

生
環

－
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

64
環境創造戦略拠点基本
構想策定事業

放射性物質で汚染された環境の回復に向
けて、幅広い知見を集めた研究拠点を整備
するための基本構想を策定する。 15,391

12月補正予算成立
生
環

12月
補正

65
地球にやさしい事業活
動支援事業

省エネ改修の補助において、東日本大震災
の被災事業者を優先して採択した。

100,000

採択・交付決定　２３件　99,749千円
○うち、被災事業者
採択・交付決定　１３件　48,624千円
○事業完了
12/15現在　１８件　91,543千円

生
環

23
当初

66
福祉ボランティア活動強
化支援事業

地域福祉推進のため「県ボランティアセン
ター」の経費を補助し、地域住民の地域福
祉活動への積極的な参加を促進する環境
づくりを行う。

7,995

3/14県災害ボランティアセンター立ち上げ。市町村
災害ボランティアセンターの支援、コーディネー
ター派遣。ボランティアの延べ活動者数：14万人

保
福

23
当初

67 義援金の配分
国内外から寄せられた義援金を被災者へ
配分する。 0

第1次配分について、配分基準を定め、市町村より
配分をしている。第2次配分については、県から市
町村に随時送金し配分を進めている。

保
福

－

68
生活福祉資金貸付等補
助事業

・生活福祉資金貸付事業の実施に当たり必
要となる貸付原資を（社福）福島県社会福
祉協議会に補助する。

・生活福祉資金貸付事業の実施に当たり必
要となる事務経費の一部及び低所得世帯
の相談支援や自立支援に当たる相談員の
配置経費に対し（社福）福島県社会福祉協
議会に補助する。

16,490,150

・生活福祉資金（緊急小口資金）特例貸付
　　 実施期間　3/28～5/13
　　 貸付決定実績
　　　　25,016件　3,543,670千円（確定値）
・生活福祉資金（生活復興支援資金）特例貸付
　　7/25～相談受付開始
　　貸付決定実績（7/25～12/9）
　　　　22件　　14,936千円
・生活福祉資金（総合支援資金等）貸付
　　 貸付決定実績（4～11月分）
　　　　620件　267,248千円
・事務経費、相談員配置経費補助
　　 8/26交付済

保
福

22
年度
5号
補正
(専決)

23
当初
１号
補正
(専決)
5月
補正
6月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

69

社会福祉施設災害復旧
事業

老人福祉施設等の復旧、自家発電装置の
整備、救護施設の仮設施設の建設に要す
る費用を助成。

5,604,133

（施設災害復旧）10月より国の机上調査実施（12月
22日現在で97か所実施済）。今後順次内示予定。
（事業所等復旧）法人への交付決定済み、追加交
付申請中
（自家発電装置）法人へ交付決定済み、追加交付
申請中

保
福

5月
補正
6月
補正
9月
補正
12月
補正

70

高齢者等サポート拠点
整備事業

仮設住宅等で生活する高齢者等を支援す
るため介護等のサポート拠点を整備する。
（22か所）

1,764,000

19か所着工、うち16か所完成済み。
15か所開所。
12月中に１か所着工予定。
（12月22日現在） 保

福

5月
補正
6月
補正
9月
補正
12月
補正

71
相談支援専門職チーム
派遣事業

介護支援専門員等による専門職チームを派
遣し、相談支援、介護認定調査等への支援
を行う。 18,700

要介護認定調査支援　402件（12月15日現在）
 
その他活動（10月30日現在）
　 支援対象者1,849人
 　地域での連携会議　38回開催

保
福

5月
補正

72
相談支援充実・強化事
業

仮設住宅等における障がい者（児）への訪
問による状況把握

14,032
相談支援事業所に業務を委託し、郡山市を拠点に
事業実施

保
福

5月
補正

73
児童福祉施設災害復旧
事業

児童養護施設の復旧等（6施設）
11,250

国の机上査定終了（12月7日及び8日） 保
福

5月
補正

74
児童福祉施設災害復旧
事業

保育所の復旧等（54施設）

238,516

国へ協議申請済
概ね全ての施設について国の机上査定実施済

保
福

5月
補正
6月
補正
12月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

75
児童福祉施設表土改善
等事業

3,153,021

76
障害児施設等表土改善
等事業

211,456

77
県立障がい者福祉施設
管理運営委託事業

県立障がい者施設の災害復旧を行う（７施
設対象） 68,282

１施設を除き社会福祉施設等災害復旧費国庫補
助金の机上査定終了。
3施設について工事請負契約済。

保
福

6月
補正

78
被災地における障害福
祉サービス基盤整備事

東日本大震災後の障害福祉サービスに係
る新たな課題に対応する。

28,708
事業実施に向け準備中 保

福
12月
補正

79
社会福祉施設等耐震化
等臨時特例基金事業

社会福祉施設の改築を行う（１施設）
159,661

対象法人に対し交付決定済み（１１月） 保
福

6月
補正

80
点字図書館の管理運営
経費

点字図書館の災害復旧を行う
1,260

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の机上査
定終了。1月に工事請負契約予定。

保
福

6月
補正

81
障がい者福祉施設費経
常経費（運営経費）

障がい者総合福祉センター仮設事務所設
置経費

5,798
事務所機能移転終了（8月1日業務開始） 保

福
6月
補正

82
障がい福祉施設災害復
旧事業費

障害者支援施設、知的障害者更生施設等
の災害復旧を行う（１３施設対象）

81,973

１施設（再審査）を除き社会福祉施設等災害復旧
費国庫補助金の机上査定終了。

保
福

5月
補正
6月
補正
9月
補正

3号
補正
(専決)
6月
補正
9月
補正
12月
補正

保
福

児童福祉施設等の園庭の表土改善、園舎
等の洗浄等の対策を講ずることにより園児
等が受ける放射線量の低減を図る。

表土改善事業、線量低減化実施事業、環境改善
事業について、交付要綱を策定し、市町村等から
の交付申請があった分について交付決定済み。表
土改善事業、環境改善事業（エアコン整備）につい
ては、私立施設設置者負担分の解消のための交
付要綱の改正等を検討中。
線量モニタリング事業については、各児童福祉施
設等に積算線量計を配付のうえ、モニタリングを実
施中。障害児施設等については、交付要綱を策定
し、障害児施設等からの交付申請を受け、交付決
定済み。

14



資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

83 子どもの発達支援事業

被災した障がい児に対する医療支援及び相
談・援助

36,281

・医療支援事業を総合療育センターに児童精神科
医の派遣を受けて実施中。
・相談・援助事業は障がい児支援の専門家団体２
か所に委託し、会津若松市、相馬市を拠点に事業
実施中。

保
福

6月
補正

84 精神保健医療費
被災者の心のケア

9,796
活動に必要な物資の調達中 保

福
6月
補正

85
自殺対策緊急強化基金
事業

震災等により不安を抱える県民の自殺防止
のため、自殺の兆候の知識や相談窓口情
報を全戸配布するほか、市町村が心のケア
対策を行うための事業を助成する。

19,158

事業実施に向け準備中

保
福

12月
補正

86 被災者の心のケア事業
被災者に対する地域精神保健活動のため
の専門職を中長期的に雇用し、ケアの拠点
となる心のケアセンターを開設する。

95,489

事業実施に向け準備中
保
福

12月
補正

87
精神科診療拠点緊急整
備支援事業

東日本大震災及び原子力災害の影響で、
相双地域の精神科病院５病院の診療機能
が大幅に低下しており、精神科診療体制の
整備が急務であることから、相双地域にお
いて、精神科クリニックを新たに開設する場
合、必要な往診用車両、ベッド等備品の購
入経費を補助する。

15,000

事業実施に向け準備中

保
福

12月
補正

88
精神科病院施設等災害
復旧事業

精神科病院の復旧

1,535

保健衛生施設等災害復旧費国庫補助協議書を国
へ提出。国にて査定済。 保

福

6月
補正
9月
補正

89 被災妊産婦支援事業
被災妊産婦等に対して、家庭訪問により心
身のケアを行う

4,033
家庭訪問件数（８月～11月分）
      129 件

保
福

6月
補正

90
被災乳幼児と家族の心
のケア事業

市町村が行う乳幼児健診等に心理士等の
専門家を派遣し、被災した乳幼児と保護者
の心の安定を図る。

14,098
市町村の健診等に併せて心の相談会を臨床心理
士会に委託し事業開始。

保
福

9月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

91 子どもの心のケア事業

東日本大震災及び原子力災害により被災し
た児童及びその保護者、支援者（保育士、
教員等）等に対する各種支援活動の充実
と、各活動間のより一層の連携を図るため、
児童相談所の専門的相談・支援体制を強化
し、支援が必要であると判断されたケース
等に対する長期的、継続的なケアを行う。

48,923

医師及び専門的知識を有する職員の確保に努
め、事業開始

保
福

9月
補正

92
福島県東日本大震災被
災児童支援基金事業

震災孤児・遺児等に対する各種民間団体及
び個人からの寄附「東日本大震災ふくしまこ
ども寄附金」を原資として創設する「福島県
東日本大震災被災児童支援基金」を活用
し、東日本大震災により孤児・遺児となった
児童の生活及び修学を支援する。

70,190

事業実施に向け準備中

保
福

12月
補正

93
震災遺児等家庭相談支
援事業

震災遺児等の多くが安定的な収入の確保
の方法や今後の生活・教育資金など生活全
般について見通しの立たない、大変厳しい
状況にあることから、重要な生活基盤とな
る、遺族基礎年金、遺族厚生年金、労災遺
族補償年金等に関する、専門的な相談・援
助を行う。

8,052

委託先である福島県社会保険労務士会と契約し
事業に着手

保
福

9月
補正

94
ひとり親家庭在宅就業
支援事業「被災ひとり親
家庭生活再建支援枠」

東日本大震災及び原子力発電所事故によ
り被災したり避難しているひとり親家庭につ
いては、その多くが生活基盤を失われ、今
後の生活・教育資金など生活全般について
見通しの立たない、大変厳しい状況にある。
　このような被災したひとり親家庭の生活再
建を支援するため、現在展開中である在宅
就業支援事業に「被災ひとり親家庭生活再
建支援枠」を追加し、仕事と子育ての両立と
生活再建の促進を図る。

96,880

参加者募集・事業説明会が11/20で終了（募集定
員１５０人に対し３倍の462人が応募）
応募者多数のため参加定員を１６４名に増やして１
２月から基礎研修開始

保
福

9月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

95
夏季の電力需給対策に
伴う休日保育特別事業
(認可保育所)

電力需給対策に伴う就業時間等の変更に
対応するための休日保育を行う保育所に対
する補助

2,193
該当市町より補助金申請書の提出依頼中。

保
福

9月
補正

96

夏季の電力需給対策に
伴う特別事業（児童の
居場所づくりのための
特別事業）

電力需給対策に伴う就業時間等の変更に
対応するための特別事業を行う施設に対す
る補助

494

該当市町より補助金申請書の提出依頼中。
（平成24年1月補助金交付予定） 保

福
9月
補正

97
仮設住宅等に住む未就
学児を対象とした保育
事業

避難元である浜通り地区市町村が職員を配
置のうえ、仮設住宅区域内の集会施設若し
くは近隣の賃貸物件等を利用し、仮設住宅
等に避難している未就学児を対象とした臨
時の保育活動(保育所による保育は対象外)
を行う場合に、開始にあたり初期整備として
必要な物品等の購入費用について補助す
る。また、賃貸物件を使用する場合に当たっ
ては、その月額家賃について別途補助す
る。

7,500

・事業実施に向け詳細検討中、交付要綱等作成
後、対象市町村へ通知予定。
・申請書の提出についても併せて通知予定。

保
福

9月
補正

98 保育料等減免事業

東日本大震災に伴い、前年度と比較し収入
が減少する等の事情により、被災者の所得
状況に応じた保育料の階層変更を行った場
合のその減収補填分、又は家屋の全壊、半
壊等の被災状況に応じて市町村が独自に
保育料の減免を行った分についての支援を
行う。

563,340

事業実施に向け準備中

保
福

12月
補正

99
子育て支援事業設備等
復旧支援事業

東日本大震災により、被災した放課後児童
健全育成事業実施施設及び児童福祉施設
等にについて、当該事業の復旧に要する費
用の一部を補助する。

324,820

・平成23年度子育て支援事業等復旧支援事業費
補助金の交付申請書を国へ提出済み
（12月中に交付決定予定）
・追加対象施設分については要綱改正等を検討
中。

保
福

9月
補正
12月
補正

100
障がい福祉施設（設備）
災害復旧事業費

被災事業所等の事業再開に当たって、設備
等の復旧に係る費用を補助する。

82,884
社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金交付
申請中

保
福

9月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

101
障がい者福祉施設等自
家発電装置整備事業

非常用の自家発電装置の設置費用に対す
る補助を行う。 6,870

社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金交付
申請中 保

福
9月
補正

102 県民健康管理事業

県民の将来にわたる健康管理のための事
業の実施
・基本調査（被ばく線量の推計評価）、詳細
調査（甲状腺検査、健康診査、こころの健康
度等に関する調査など）

　

・ホールボディカウンター購入、医療機関・
研究機関等への内部被ばく検査委託

7,183,787

・検討委員会の開催
・基本調査の先行的開始
・８月下旬～　基本調査の本格的開始
　（調査票ほぼ発送済み／回収率18％（11/30ま
で））
・10月9日～　詳細調査（甲状腺検査）を開始
　 （12/9現在11,534名検査済み）

・１台納品（11/10）、いわき市において検査実施中
・２台納品（12/14）、中通り方部において検査実施
中
・12月下旬、1月中旬に各１台納品予定
・9,259人検査済み（11/30現在）

保
福

6月
補正
9月
補正

103 県民健康管理支援事業
子どもや妊婦に対する個人線量計や地域で
活用するサーベイメーターを整備する市町
村に補助を行う

6,012,815
7/25  市町村に事業実施通知
8/29  補助金の内示
10/18　 補助金の交付決定

保
福

6月
補正

104 仮設診療所等整備事業

仮設診療所及び仮設歯科診療所の設置

113,739

・浪江町国民健康保険津島診療所(二本松市に設
置)
　　　9月15日より診療開始
・富岡町大玉仮設診療所(大玉村に設置)
　　　10月3日より診療開始
・川内村国民健康保険仮設診療所(郡山市に設置)
　　　10月3日より診療開始
・健歯科クリニック(新地町に設置)
　　　10月12日より診療開始

保
福

6月
補正

105 ナースセンター事業
避難所等巡回による被災した看護職者の就
業相談等 5,175

県看護協会に委託し、巡回相談実施中
　12/14現在　のべ42か所巡回　相談件数40件

保
福

5月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

106
医療従事者修学資金貸
与事業

看護師等養成施設に在学している被災者に
対する特別貸与

29,040

・１次募集終了（8/5）　、選考会（9/13）、貸与決定
（10/5）、貸与開始（10/31）
　　特別貸与者６名
・２次募集終了（11/30）、平成24年1月貸与決定予
定

保
福

6月
補正

災害により離職した医療従事者の流出防止
や医療提供体制の回復のため、医療機関
等が実施する事業に補助を行う。

456,887
交付要綱等作成、交付申請受付中

保
福

9月
補正

緊急時避難準備区域に指定されていた区
域内の医療機関に対し運転資金を融資す
る。

1,750,000
事業実施に向け準備中

保
福

12月
補正

108
病院・診療所等災害復
旧事業（地域医療再生
基金事業）

国庫補助の対象外である病院、医科及び歯
科診療所、薬局の災害復旧に要する工事
費等の一部を補助する。

1,500,000
交付要綱等作成、交付申請受付中

保
福

9月
補正

109
放射線相談外来設置支
援事業（地域医療再生
基金事業）

放射線に関する相談外来を設置する医療
機関に必要軽費を補助する。 28,350

事業実施に向け準備中
保
福

12月
補正

110
看護関係施設災害復旧
事業

看護師等養成所の復旧（９施設対象）

0

（※国直接補助）
　実地調査実施中：４施設
　交付申請中：１施設　567千円
　交付決定：２施設　2,784千円

保
福

－

111
被災者健康サポート事
業

仮設住宅等の被災者を対象に、健康状態
の把握や二次的健康問題、感染症予防な
どの保健指導、受診指導、並びに調理実習
や栄養相談等を行うことにより、健康状態の
悪化予防や健康不安の解消、住民同士の
交流を図るとともに、それらを実現させるた
めの市町村及び保健福祉事務所の実施体
制を整備する。

47,390

事業実施に向け準備中

保健師、看護師、栄養士等保健医療専門職による
避難所・仮設住宅等での健康支援活動は継続して
実施中。

保
福

12月
補正

112
普通公衆浴場施設整備
事業

震災により被害を受けた公衆浴場の施設設
備の復旧等に対する助成

2,792
申請件数：５件　1,875千円（12/14現在）
今後申請予定：１件

保
福

6月
補正

107
ふくしま医療人材確保
事業

19



資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

東日本大震災及び福島第一原発事故に関
連し、市町村等が飲料水の放射性物質モニ
タリング検査用機器を設置する場合に要す
る経費に対して補助する。

5,000

事業着手
保
福

9月
補正

緊急時避難準備区域等における住民帰還
後の復興支援の一環として、当該区域内の
飲料水の安全性を確認するため、新たにゲ
ルマニウム半導体検出装置を配備し、放射
性物質の定期的なモニタリング検査を実施
する。

48,085

事業実施に向け準備中

保
福

12月
補正

114
太陽の国管理センター
等災害復旧事業

福島県総合社会福祉施設太陽の国の「太
陽の国病院」等の復旧

64,420

設計委託完了
工事請負契約手続中 保

福

6月
補正
9月
補正

115
県有保健福祉施設等災
害復旧事業

県有保健福祉施設等の建物及び設備の復
旧工事等

36,368

事業着手
保
福

6月
補正
9月
補正

116

空き工場・空き店舗等
による事業再開支援事
業

東日本大震災及び福島第一原発事故によ
り被災した中小企業等が、空き工場等を借
りて事業を再開・継続する際に要する経費
に対して補助する。

申請件数731件、2,415,733千円(12月21日現在)
商
労

・
観
光

5月
補正
9月
臨時

117

工場・店舗等再生支援
事業

東日本大震災及び福島第一原発事故によ
り被災した中小企業等が、工場等を建て替
え・修繕して事業を再開・継続する際に要す
る経費に対して補助する。

申請件数1,285件、5,548,845千円(12月21日現在)
商
労

・
観
光

5月
補正
9月
臨時

118

産業復興支援事業 東日本大震災及び福島第一原発事故によ
り被災した中小企業等(従業員数100人以上
の大規模な製造業者)が、工場等を建て替
え・修繕して事業を再開・継続する際に要す
る経費に対して補助する。

申請件数3件、916,521千円(12月21日現在)

商
労

5月
補正
9月
臨時

113 水道水質安全確保事業

3,800,000

20



資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

119

中小企業等グループ施
設等復旧整備補助事業

東日本大震災及び福島第一原発事故によ
り被災した中小企業等が、グループとして一
体となって復旧・復興事業を行う場合に、当
該事業に不可欠な施設・設備の復旧・整備
に要する経費の一部を補助する。

10,500,000

1次募集：申請件数79グループ、393億円→認定件
数15グループ、105億円
2次募集：申請件数63グループ、309億円　→認定
件数43グループ、191億円(12月21日現在）

商
労

9月
臨時

120
ものづくり復興支援事
業

東日本大震災及び福島第一原発事故によ
り被災した中小企業に対して技術的助言や
サポートを行う。

4,002
巡回支援466件(12月19日現在)

商
労

6月
補正

121
中小企業復興支援事業 東日本大震災及び福島第一原発事故によ

る被害を受けた中小企業の販路開拓の支
援を行う。

25,529
県指定展示会交付決定件数7件、その他の展示会
交付決定件数45件(12月21日現在)、第三次募集
中(1月20日まで)

商
労

6月
補正

122
ものづくり企業支援設
備復旧事業

東日本大震災により破損したハイテクプラ
ザの設備等の点検調整、修繕等を行う。

59,199
事業着手(点検調整34点、修繕29点)
手続中(更新1点)

商
労

6月
補正

123
経営・金融・労働に関す
る相談窓口の設置

県内中小企業等の方からの相談に応じるた
めの窓口を設置。

2,408
相談件数3,096件(12月21日現在) 商

労
23

当初

124

中小企業者復興支援事
業

緊急雇用創出基金を活用し、商工会、商工
会連合会及び商工会議所に経営指導員を
補助する復興支援員を配置し、震災復興に
向けた国・県等の支援策の活用を図りなが
ら、中小企業の事業継続・再開に向けた経
営指導を強化する。

455,583

復興支援員108名採用(12月1日現在)

商
労

5月
補正

125

特定地域中小企業特別
資金

福島第一原発の事故に伴い、警戒区域等
から移転を余儀なくされる中小企業等に対
し、移転に必要な資金と移転先において事
業を継続・再開するために必要な事業資金
について、（公財）福島県産業振興センター
を通じて貸し付けを行う。（事業規模：421億
円）

42,100,000

申請件数446件、承認件数383件、承認金額8,184
百万円(12月21日現在)

商
労

5月
補正

126
中小企業高度化資金貸
付金（災害復旧貸付）

既往の高度化資金貸付けを受けた事業用
施設が被災した組合等に対し施設復旧等に
必要な資金を貸し付ける。

313,271
貸付決定件数9件 249,875千円(11月25日現在)

商
労

5月
補正

21



資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

127

ふくしま復興特別資金 東日本大震災及び福島第一原発事故によ
り、事業活動に影響を受けた中小企業者を
金融面から支援する。（融資枠：1,400億円） 35,000,000

保証承諾件数7,343件 140,401百万円 (12月19日
現在)

商
労

23
当初
6月
補正
9月
臨時

128

震災対策特別資金 東日本大震災及び福島第一原発事故によ
り、事業活動に影響を受けた中小企業者を
金融面から支援する。（融資枠：600億円）

15,000,000

保証承諾件数2,074件 39,684百万円 (12月19日現
在) 商

労

23
当初
6月
補正

129

経営安定特別資金 厳しい経済情勢の影響を受けている県内中
小企業者に対して、低金利、低保証料、信
用保証協会100%保証の資金を提供し、金融
面から支援する。（融資枠：180億円）

6,000,000

保証承諾件数232件　2,850百万円(12月19日現在)

商
労

23
当初

130

震災対策特別資金・ふく
しま復興特別資金利子
補給事業

東日本大震災及び福島第一原発事故によ
り被災した中小企業者が「震災対策特別資
金」や新たに創設した「ふくしま復興特別資
金」を借り入れる場合、３年間、実質的に無
利子となるよう利子補給を行う。

328,725

事業着手

商
労

5月
補正

131

被災中小企業施設・設
備整備支援事業貸付金

東日本大震災により被害を受けた中小企業
者等が施設・設備の整備を行う場合に、（公
財）福島県産業振興センターを通じて長期・
無利子の融資を行う。

7,784,000

申請件数14件 611,387千円(11月25日現在)
商
労

9月
臨時

132

中小企業組合等生産・
販売施設等復旧支援事
業

東日本大震災により被災した中小企業組合
等が、事業を再開・継続する際に要する生
産・販売施設等の復旧に要する経費に対し
て補助する。

262,943

決定件数7件 193,154千円(12月22日現在)
商
労

6月
補正

133
残留放射線に関する相
談窓口の設置事業

工業製品の残留放射線に関する相談に応
じるための相談窓口をハイテクプラザに開
設。

0
相談件数4,273件（12月19日現在）

商
労

－

22



資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

134

加工食品の放射能測定 放射線関連の風評被害に対応するため、県
内事業所から出荷される加工食品につい
て、ハイテクプラザにおいて放射能測定を行
う。

60,592

相談件数638件、検査件数444件（12月19日現在）
商
労

6月
補正

135
加工食品に係る非放射
能汚染に関する奥書対
応

外部（民間）検査機関が発行した放射線検
査成績書に対し、ハイテクプラザ所長名で
の奥書を行う。

0
奥書実施件数109件（12月19日現在）

商
労

－

136

残留放射線量測定器導
入整備事業

　福島第一原発事故により放射能汚染の恐
れや風評被害のある工業製品等の残留放
射線測定を行うため、放射線測定器を整備
する。
　併せて、各地方振興局にも測定器を配置
し、県内企業等への貸し出しを行う。

17,955

工業製品用測定器40台購入
ハイテクプラザの測定件数、延べ980社(12月19日
現在)
各地方振興局の貸出件数、1,572件（12月19日現
在）

商
労

23
当初

137

緊急雇用創出基金事業 緊急雇用創出基金事業の本年度当初予算
をもとに、市町村の行政機能回復のための
雇用や県の震災対応業務への緊急雇用な
どにより、被災者等を対象に約3,000人の雇
用創出を図る。

5,260,000

雇用実績人数3,647人(12月1日集計分)

商
労

23
当初

138

緊急雇用創出基金事業 東日本大震災及び福島第一原発事故によ
る被災者等を対象に「産業の復旧・復興」と
「住民と行政との協働」をテーマとした雇用
を創出し、ふくしまの再生・復興を図る。(雇
用目標人数8,500人)

14,440,000

雇用実績人数6,226人(12月1日集計分)

商
労

5月
補正
9月
補正

139

ふるさとふくしま巡回就
職相談事業

ふるさと雇用再生特別基金を活用し、被災
者等が自立した生活を取り戻すことを支援
するため県内外の避難所や仮設住宅等を
巡回し、きめ細かな就職相談や職業紹介を
実施する。

71,124

8月1日、ふるさとふくしま巡回就職相談ステーショ
ンによる相談業務開始。
12月8日現在、巡回箇所数992箇所、相談件数
1,713件

商
労

6月
補正

140
被災離職者等職業訓練
手当事業

被災離職者等が就業に必要な技能及び知
識の習得を図るため、訓練手当を支給す
る。

39,675
6月17日、申請受付開始(平成24年3月23日訓練開
始分まで)
支給決定6人（12月19日現在）

商
労

5月
補正
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

141
離職者等再就職訓練事
業

被災離職者等の就職活動に資するため、機
動的に職業訓練を実施する。

10,097
受講者81名、うち修了者80名
（11月30日現在）

商
労

5月
補正

142
県有施設設備修繕・復
旧事業(テクノアカデミー
機器整備)

東日本大震災により被害を受けたテクノア
カデミーの機器で早急に必要な機器を整備
する。

4,422
訓練機器47台更新済

商
労

5月
補正

143

テクノアカデミーの施設
の改修等事業

東日本大震災により被害を受けたテクノア
カデミーの建物修繕設計委託、機器修繕、
浜校の機能移転に伴う補助等を行う。

7,624

郡山校修繕設計委託中
訓練機器1台修繕済
扶助費2名支給済

商
労

6月
補正

144
テクノアカデミーの施設
の改修等事業

東日本大震災により被害を受けたテクノア
カデミーの建物修繕、機器修繕・更新を行
う。

138,241
浜校修繕中
訓練機器１台更新済

商
労

9月
補正

145
福島県認定職業訓練施
設整備費補助金

東日本大震災により被害を受けた認定職業
訓練施設の復旧を支援するため施設整備
費の補助を行う。

27,628
7月12日、交付決定済み(1件)

商
労

6月
補正

146
ものづくり支援センター
修繕等事業

東日本大震災により被害を受けたものづく
り支援センターの建物修繕等を行う。

20,103
実施設計委託中 商

労
9月
補正

147

観光誘客特別対策事業
（磐梯吾妻観光有料道
路３ライン無料開放事
業）

東日本大震災及び福島第一原発事故に伴
う風評を払拭し、復興に向け観光誘客を図
るため、県道路公社に補助金を交付し、県
内の3観光有料道路を無料開放する。

200,000

無料開放終了。無料開放期間（7月16日～11月15
日）である4ヶ月間の通行実績は442,964台(前年度
実績の約2倍)

観
光

6月
補正

148
産業交流館運営事業
(ビッグパレットふくしま
の修繕)

東日本大震災により被害を受けた産業交流
館の建物・設備等の復旧工事の実施設計を
行う。

30,000
土木部へ営繕工事委託、１２月1９日に実施設計
完了

観
光

6月
補正

149

県産品応援キャンペー
ン

福島第一原発事故に伴い生じた本県に対
する風評被害の払拭と県産品の取引回復・
拡大を図るため、各種キャンペーンやＰＲ活
動に取り組む。

72,703

「がんばろう ふくしま！」運動首都圏スタートイベン
ト(5/13-15、池袋)ほか、132件実施(12月28日現
在)

観
光

23
当初
9月
補正

150
観光誘客特別対策事業
(がんばろうふくしま!県
産品緊急発信事業)

県内事業者が、首都圏等の県外で開催され
る復興応援イベントに出展する場合に、出
展経費の助成を行う。

18,000
申請件数248件(募集終了)

観
光

6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

151
加工食品に関する放射
線検査

各府県の協力の下、県産加工食品につい
て放射能検査受検を支援し､風評被害の早
急な低減に資する。

0
無料検査仲介数1,508検体（12月28日現在）

観
光

ゼロ
予算

152
耕地災害復旧事業（県
営・現年災）

排水機場のポンプ施設等の応急工事等（１
６地区）

691,000
応急復旧工事完了１６地区。 農

林
5月
補正

153
耕地災害復旧事業（県
営・現年災）

排水機場のポンプ施設等の復旧（４４地区）
8,790,115

査定完了３８地区４３箇所。着手済２６地区３２箇
所。（着手済には応急復旧工事含む）
（査定完了、着手済は12月22日現在）

農
林

12月
補正

154 災害関連事業（団体営）
農業集落排水施設等の復旧（８４地区）

3,909,000
査定完了８４地区１１５箇所。着手済３４地区４８箇
所。（着手済には応急復旧工事含む）
（査定完了、着手済は12月22日現在）

農
林

12月
補正

155
海岸災害復旧事業（県
営・現年災）

海岸保全施設の復旧（６地区）
2,211,220

査定完了６地区１３箇所。着手済２地区７箇所。
（着手済には応急復旧工事含む）
（査定完了、着手済は12月22日現在）

農
林

6月
補正

156
耕地災害復旧事業（団
体営・現年災）

農地・農業用施設等の復旧(1,900地区）

5,060,507

査定完了１，３８５地区。着手済４７４地区。（着手
済には応急復旧工事含む）
（査定完了、着手済は12月22日現在）
復旧工事完了地区８１地区。

農
林

12月
補正

157
除塩事業（団体営・現年
災）

津波により塩害を受けた農用地の復旧
（４８地区）

94,860
査定完了９地区。着手済３地区。
（査定完了、着手済は12月22日現在）

農
林

12月
補正

158
治山災害復旧事業（現
年災）

被災した治山施設の復旧を実施（８地区）
1,455,419

査定完了８地区。着手済８地区。
（査定完了、着手済は12月22日現在）

農
林

12月
補正

159
林道災害復旧事業（現
年災）

被災した林道施設の復旧を実施
612,299

査定完了１３７箇所。着手済１００箇所。
（査定完了、着手済は12月22日現在）

農
林

6月
補正

160
災害関連山村環境施設
復旧事業

被災した山村環境施設の復旧を実施
65,999

査定完了２地区。着手済２地区。
（査定完了、着手済は12月22日現在）

農
林

9月
補正

161 治山事業
被災した保安林の復旧を実施（５地区）

446,250
着手済５地区。
（着手済は12月22日現在）

農
林

9月
補正

162 災害関連緊急治山事業
保全対象に直接被害を及ぼした林地の復
旧を実施（８地区）

1,008,248
査定完了８地区。着手済８地区。
（査定完了、着手済は12月22日現在）

農
林

9月
補正

163 林地崩壊対策事業
被災した林地の復旧を市町村が実施（８地
区）

110,928
査定完了８地区。着手済８地区。
（査定完了、着手済は12月22日現在）

農
林

9月
補正
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（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
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復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

164
農林水産業共同利用施
設災害復旧事業

農協等が所有する農林業共同利用施設の
復旧に要する経費の一部を負担する。 407,011

事業主体(６団体）が、災害査定前工事を全件実施
（１６施設）。
全施設について査定完了。

農
林

6月
補正

165
放射性物質除去・低減
技術開発事業

放射性物質の除去・低減等の技術を開発
し、安全・安心な農林水産物の生産体制の
早期確立を図る。

120,376

事業実施中。
農
林

6月
補正
9月
補正

166
卸売市場施設災害復旧
事業

　生鮮食料品の安定的な供給体制を早急に
確保するため、甚大な被害を受けた卸売市
場の復旧を行う。

436,827

順次災害査定を実施。
福島市中央卸売市場、いわき市中央卸売市場実
施済み。

農
林

6月
補正
9月
補正

167
園芸産地再生緊急対策
事業

　園芸産地における放射能拡散の実態把握
及び指標作物による県域での影響調査の
実施とその結果等を情報提供する。

10,959

栽培環境調査計画に基づき、簡易放射線測定機
器（３９台）を配布し調査開始。
12月20日現在：52計画（21品目）、186地点（延べ
863回）調査
また、非結球性葉菜類のホウレンソウ等の指標作
物による定点観測ほは25市町村63か所を設定し、
調査実施中。
年内の実績をとりまとめ、検討会開催（平成24年1
月31日）

農
林

6月
補正

168
緊急時畜産経営支援事
業

農家に対し、農家が緊急調達する粗飼料の
購入費及び避難先での牛の管理経費の貸
付を実施する。

700,000
県酪農協（624,000千円）、小野地区酪農（70,000千
円）、しゃくなげ酪農（6,000千円）貸付済

農
林

6月
補正

169
水産業共同利用施設復
旧支援事業

１　漁協等が行う共同利用施設の早期復旧
に必要不可欠な機器等の整備に対して補
助する。
２　漁協等が行う共同利用施設の復旧に対
して補助する。

2,349,546

１　6月補正：2漁協へ概算払い手続き中
　　9月補正：4漁協へ交付決定、漁協等の要望を
集約中
２　12月5～9日に災害査定（相双漁協3施設）

農
林

6月
補正
9月
補正

170
漁場生産力回復支援事
業

漁協等が行う漁場のがれき等の撤去に要
する経費を助成する。

1,509,624

事業主体（いわき市漁協、相馬双葉漁協、小名浜
機船底曳網漁協）で取組みを開始。
瓦礫撤去量　　いわき漁協;　5,984t   小名浜底曳;
551t   相双漁協;　18,118t    （12/26現在)

農
林

6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

171 漁場堆積物除去事業

県は、重機等を使用した漁場のがれき等の
撤去や調査を実施する。

700,600

松川浦瓦撤去数量　9,174m3（11/30現在）
沿岸域瓦礫調査進捗状況
　・いわき地区、相双地区：現場調査終了

農
林

6月
補正

172
共同利用漁船等復旧支
援対策事業

漁協等が行う共同利用に供する漁船・定置
網の漁具の建造費用等を助成する。

5,566,680

国へ補助金交付申請中。（12/20現在）
・相馬双葉漁協 　５８隻
・県旋網漁協 ２隻
漁協等の事業実施計画を受付中。

農
林

6月
補正
9月
補正

173
木材供給等緊急対策事
業

がれき処理推進のための木材破砕機導入
経費助成
仮設住宅等資材確保のための原木輸送経
費助成

153,550

木材破砕機等４台の導入を支援。
新潟県等の非被災工場への原木輸送を支援。 農

林
6月
補正

174 農業機械等整備事業

農業総合センター農業短期大学校の施設・
設備の復旧等を行う。

91,646

事業実施中。
農
林

6月
補正
9月
補正

175
農家経営安定資金融通
対策事業

東日本大震災に伴う地震・津波被害、原子
力事故による出荷制限や風評被害を受け
た農業者等に対し、必要となる施設等の復
旧費や減収のため不足する運転資金、原
子力事故により生計の維持に大きな影響を
受けている農業者等に対し農家経済の維持
に必要な資金を融通する（利子補給）。

38,763

融資枠　35億円
承認実績　  436件　1,500,275千円  (12/15現在)
※原子力事故対策緊急支援資金については７月
より貸付限度額を引き上げ。 農

林
5月
補正

176
農家経営安定資金融通
対策事業

原発事故に伴う肉用牛の出荷制限を受け
た農業者等に対し、営農継続に必要な資金
を融通する（利子補給）。

62,380

融資枠　30億円
　平成23年8月1日から取扱いを開始。
  承認実績　42件　514,450千円(12/15現在)

農
林

6号
補正
(専決)

177 天災資金融資対策事業
天災融資法に基づき天災資金を融資する
（利子助成） 3,126

融資枠　5億円
市町村（双葉郡の町村を除く）及び協同組合等に
需要調査を行ったが、要望はなかった。

農
林

5月
補正
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（千円）
事業の進捗状況 部

局
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種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

178
緊急時環境モニタリン
グ事業

農林水産物の放射性物質による影響を調
査し、今後の作付け計画に資する情報を提
供する。 81,351

各種農産物について随時モニタリング調査を実
施。
８月末に分析機器・分析体制を整備し、９月から分
析点数を拡大。
モニタリング実績　15,493点（12/20現在）

農
林

5月
補正
6月
補正
9月
補正

179
被災農家経営再開支援
事業

津波や農業用ため池の決壊等により農作
物の栽培が困難となった農業者等が、復興
組合等を組織して復旧作業を行った場合
に、経営再開支援金が支払われる。

1,082,190

33復興組合設立（12/20現在）
相馬市、南相馬市、新地町へ1.7億円の経営再開
支援金を交付（12月中）

農
林

9月
補正

180
「がんばろう ふくしま！」
運動推進事業

首都圏及び県内において、緊急的な風評被
害対策キャンペーンを実施する。

95,912

・4月～5月,7月,9月　県内量販店・直売所での販促
イベント実施
・4月～12月　首都圏等での販促イベント実施
・「ふくしま 新発売。」ホームページ開設(8/17)
（モニタリング情報検索ページ・４名の産地情報員
の取材記事発信）
・「福島の農業の未来を語るシンポジウム」(11/5)
開催
・「がんばろう ふくしま！」応援店（12/15現在 1,531
店舗）
（H23.6.10～H23.7.31 応援店1,000店突破記念フェ
アを実施）
・首都圏等応援店拡大のための支援制度（ＰＲ資
材等作製配布）
・商店街、流通業者、任意団体等の県外販促活動
支援制度（事業実施団体　12/14現在 100団体、9
月補正で継続事業実施）
・風評被害対策キャラバン隊活動支援制度（事業
実施団体　４団体）
・県主催による生産者団体と連携した風評被害対
策（首都圏等におけるトップセールス）
・ふくしま米の安全性のアピール、首都圏・大阪・沖
縄での需要拡大ＰＲの実施（9月補正）

農
林

5月
補正
9月
補正
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（千円）
事業の進捗状況 部

局
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復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

181
放射線スクリーニング
検査事業

計画的避難区域等から家畜を搬出する際
の放射線スクリーニング検査に必要な測定
装置等の整備を図る。

7,332
ポケット線量計　26個（整備済）
防護キット　610セット（整備済）
サーベイメーター　13個（整備済）

農
林

5月
補正

182
東日本大震災漁業経営
対策特別資金

漁業者及び水産加工業者に対し流失した漁
具・設備購入資金、運転資金を無利子で融
資する。

1,510,069
融資枠　30億円
融資実績  35件    135,100千円(12/20現在) 農

林
5月
補正

183
木材産業等高度化推進
資金

林業・木材産業事業者へ運転資金を融資す
る制度

450,404

貸付利息の引き下げ(5月2日から実施）
短期資金1.30％～1.60％→一律1.30％
長期資金2.25％～2.65％→一律1.45％
短期資金貸付実績　661,135千円（11/30現在）

農
林

23
当初

耕作放棄地再生利用緊
急対策（被災者支援実
証ほ）

被災者が避難先で耕作放棄地を利用して
農業を再開する取組を支援する。（県を経
由しない国基金） 241,750

農
林

－

被災者営農継続支援耕
作放棄地活用事業（国
第３次補正）

618,000
農
林

－

185
耕作放棄地再生利用緊
急対策（広域利用調整）

県外避難者の県内への呼び戻しや県内避
難先での営農再開に必要な耕作放棄地に
係る被災者へ提供するシステムを構築し広
域的な利用調整を支援する。

耕作放棄地
再生利用緊
急対策（被

災者支援実
証ほ）のう

ち
1,500

　県耕作放棄地対策協議会のホームページから検
索できるよう情報提供システムの自主開発に着手
するとともに、一定のまとまりのある耕作放棄地に
ついて市町村へ照会。
　郡山市、いわき市、川俣町、会津美里町など多く
の被災者がいる市町村を先行して貸借可能な耕
作放棄地をリスト化し情報提供を開始。
　借受希望者を耕作放棄地に案内するなどマッチ
ングを強化。

農
林

－

184

これまで４２件の相談があり、現在、２３件について
関係する地域耕作放棄対策協議会と調整中。
・飯舘村や川俣町（山木屋地区）の花き生産者４名
が避難先である川俣町の耕作放棄地２．６ｈａを再
生して営農を再開する取組に着手。
・南相馬市小高区の施設園芸農家が新地町で、営
農再開を検討
・南相馬市鹿島区の苗生産者がいわき市で営農
再開を検討

29
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事業の進捗状況 部

局
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復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

186
森林整備担い手対策基
金事業(林業就業者キャ
リア形成支援事業)

林業就業者に対する放射線の影響に関す
る正しい知識の研修会を開催する。 1,375

8月18日に郡山市「ホテルバーデン」で研修会開
催。参加者等：１４５名 農

林
23

当初

187
肥育牛出荷円滑化対策
事業

原子力災害により肉用牛の出荷停止を受け
た農業者から、出荷できずに適期を超過し
た肥育牛を全頭買い上げるために要する経
費を補助する。

1,001,400

福島県肥育牛出荷円滑化対策協議会へ補助金交
付済み。協議会は、10月４日より申請した農家に
対し支援交付金の支払いを開始。なお、申請され
た牛全頭の早期の買上げ完了に向けて、220，000
千円の追加交付を行う。

農
林

6号
補正
(専決)

188
肉用牛経営緊急支援事
業

畜産農家の経営の負担が軽減できるよう、
飼料の現物支給を行うための経費について
支援する。

1,616,000
福島県畜産振興協会に1,370,624千円支出済み。
協会は、8月分以降の飼料現物供給代金を順次支
払中。

農
林

6号
補正
(専決)

189
肥育牛全頭安全対策事
業

本県産肥育牛の県外出荷に当たり、出荷牛
全頭を対象として放射性物質検査を実施す
る。

126,000
出荷再開後、県外と畜場において、全頭検査を実
施している。6,086頭の検査を実施（12/17公表分）
※県内での検査頭数（県費支払い分）は2,573頭

農
林

予備
費

3,014,239
土
木

23
当初

18,308,000
土
木

5月
補正

緊急時避難準備区域の解除見込みに伴う
災害復旧費

4,532,100
土
木

7号
補正

相馬市道大洲松川線代行復旧費
375,000

土
木

9月
補正

191 都市災害復旧事業
都市公園、都市施設の災害復旧（５件）

279,794
・災害査定は５箇所全て完了し、１箇所発注済み。
なお、その他の４箇所については、海岸の災害復
旧事業との工程調整の上実施予定。

土
木

5月
補正

192
流域下水道整備事業
（特別会計）

流域下水道の災害復旧
554,000

災害査定は3箇所全て完了し、3箇所で着工済。 土
木

5月
補正

400,000
土
木

23
当初

9,528,000
土
木

5月
補正

・12月22日までに　警戒区域等を除き査定予定箇
所931箇所全てにおいて災害査定が完了し、650箇
所で着工済み、うち358箇所で復旧が完了。

193 港湾災害復旧事業

港湾等施設の災害復旧
全体の約44％　H23年度実施
（執行額ベース）

・12月2日までに　災害査定は327施設全て完了
し、96施設で着工済、うち53施設の復旧が完了。

190

海岸、道路等施設の災害復旧
H23年度は全体の約42％を実施
（執行額ベース）
※３０ｋｍ圏内除く

土木災害復旧事業
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

600,000
土
木

23
当初

11,621,000
土
木

5月
補正

緊急時避難準備区域の解除見込みに伴う
災害復旧費（真野川漁港）

730,000
土
木

7号
補正

警戒区域の見直しに伴う災害応急復旧費
（請戸漁港、富岡漁港） 39,000

土
木

12月
補正

8,187,100
土
木

5月
補正

348,000
土
木

9月
補正

1,208,100
土
木

5月
補正

1,394,000
土
木

9月
補正

677,000
土
木

6月
補正

335,000
土
木

9月
補正

地すべり等区域の災害復旧　（５件）
1,147,000

７月上旬までに５件全てが採択され、事業に着手
済。

土
木

5月
補正

急傾斜地崩壊危険区域等の災害復旧
（１３件）
内12件は市町村事業で国・県が9／10補助

454,500

７月上旬までに１件が採択され。事業に着手済。
残りの１２件（市町村事業）は現在、交付申請にあ
たって国と協議中。

土
木

6月
補正

急傾斜地崩壊危険区域等の災害復旧
（４件）
４件全て市町村事業で国・県が9／10補助

121,860

交付申請にあたって国と協議中
土
木

9月
補正

小名浜港ふ頭埋立造成、上屋、荷役機械災
害復旧
全体の約83％　H23年度実施
（執行額ベース）

・12月22日現在　野積場や荷役機械等の復旧工
事について、予算ベースで約39%着工済。

相馬港ふ頭埋立造成、上屋、荷役機械災害
復旧
全体の約70％　H23年度実施
（執行額ベース）

196

港湾整備事業（特別会
計）

195
・12月22日現在　野積場や荷役機械等の復旧工
事について、予算ベースで約23%着工済。

漁港災害復旧事業

交付申請手続き中。復興対策
漁港施設の野積み場等沈下した用地の嵩
上げなどの復旧

194

緊急砂防等災害関連事
業

197

漁港等施設の災害復旧
全体の約20％　H23年度実施
（執行額ベース）

・12月22日現在　警戒区域等を除き査定予定施設
347施設のうち341施設において災害査定が終了
し、31施設で着工済、うち27施設の復旧が完了。
・12月28日で警戒区域等を除き災害査定は全て完
了予定。

漁港事業
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

198 県営住宅管理事業
県営住宅災害復旧（３４団地）

100,000
・33団地着手済
・28団地完了
・全団地年度内完了予定

土
木

23
当初

199 県営住宅改善事業
県営住宅災害復旧（１団地）

42,000
・1団地（100％）工事完了 土

木
23

当初
県営住宅災害復旧（５１団地）

551,075
・49団地着手済
・23団地完了
・全団地年度内完了予定

土
木

5月
補正

県営住宅災害復旧（２団地）
27,500

・2団地着手済
・全団地年度内完了予定

土
木

9月
補正

都市公園等において子どもが受ける放射線
量の低減を図る。空間線量率が毎時１マイ
クロシーベルト以上の放射線量が確認され
た場所において表土等を改善する。市町村
公園は、１５市町村において、１／２補助す
る。

1,079,000

・県営公園については、あづま総合運動公園、逢
瀬公園において８月末完了。
・市町村公園は１５市町村において、対策予定公
園７５３箇所で、内４６７箇所について事業着手し、
その内３５９箇所で完了。

土
木

6月
補正

緊急時避難準備区域の解除に伴い、区域
内の都市公園等を対象に表土等の改善を
行う。

250,000

・県営公園について、東ケ丘公園（南相馬市）にお
いて契約手続き中
市町村公園は、南相馬市において、対策予定公園
１２箇所で、内１０箇所について完了。

土
木

9月
補正

202 交付金事業（公園）

東日本大震災の津波被災地における防災
緑地の配置方針や断面構成について、学
識者等からなる委員会で検討し、防災緑地
計画のガイドラインを策定する。

9,000

・１２月１２日、第１回検討委員会を開催し、検討ス
ケジュールや基本的な考え方について検討した。
・１月、２月に各１回、検討委員会を開催し、ガイド
ラインとしてまとめ３月中に公表の予定。

土
木

9月
補正

都市公園環境緊急改良
事業

201

県営住宅災害復旧事業200
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資料３

No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

450,770
土
木

6月
補正

1,221,021
土
木

9月
補正

496,972
土
木

12月
補正

204 交付金事業（海岸）
海岸の無堤区間の解消のため、海岸堤防
を新たに整備する。（3海岸）

999,900
実施に向けて準備中 土

木
12月
補正

205 交付金事業（河川）
河川河口部の津波、高潮対策のため、堤防
の嵩上げを行う。（9河川）

1,107,400
実施に向けて準備中 土

木
12月
補正

206 交付金事業（道路）

東日本大震災からの本格的な復興に向け
て、沿岸市町と周辺地域を接続する地域間
連携道路の整備や市町村復興計画の支
援、橋りょう補修等による道路の防災・震災
対策を実施し、地域の活力向上や県民の安
全・安心の確保を図る。
・地域間連携道路の整備等（２６箇所）
・市町村復興計画に基づく道路の整備（２２
箇所）
・道路の防災・震災対策（橋りょう補修等）
（４３箇所）

6,875,991

実施に向けて準備中

土
木

12月
補正

207 原水及び浄水費
工業用水道施設（導水路、浄水場等）の復
旧

36,807
漏水１６箇所、施設１箇所全て復旧済。 企

業
6月
補正

208 配水及び給水費
工業用水道施設(配水路、給水施設等）の
復旧

142,885
漏水６５箇所全て復旧済。施設５箇所のうち４箇所
復旧済。

企
業

6月
補正

209 建設改良費

水管橋の架替等工業用水道施設の復旧

841,616

施設５箇所のうち４箇所復旧済。水管橋架替工実
施中。 企

業

6月
補正
9月
補正

下水汚泥から放射性物質が検出されたた
め、溶融処理後の汚泥を保管する施設や封
入施設の設置を行い仮置きし適切に管理を
する。

・脱水汚泥を保管するためのヤードを逐次拡張。
・溶融処理後のスラグ等の保管封入施設の工事に
着手し２月末完成予定。

203
下水汚泥放射能対策事
業（特別会計）
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

210 県立病院整備事業
震災に伴う会津総合病院の給湯設備改修
工事 8,400

実施、完了済み 病
院
局

5月
補正

211
サテライト校の設置経
費

サテライト校の設置に要する経費

87,682

ＬＡＮの整備、必要物品等の整備について、概ね
整備済。今後は必要に応じてサテライト校の運営
経費等を支出。

教
育

1号
補正
(専決)

212
被災児童生徒等就学支
援事業

避難している幼児の、幼稚園の入園料・保
育料に対する補助、及び児童生徒が小中
学校での就学に必要な学用品費等に対す
る補助を行う。

1,291,924

該当市町村に対し交付決定済。10市町村に対し概
算払い実施済（10月25日）。今後、市町村の実績
に応じて変更内示を行う予定。 教

育
5月
補正

213
被災児童生徒等臨時特
例就学支援事業

被災した特別支援学校に通う幼児児童生徒
の世帯に対し、緊急的に就学支援等を実施
する。

2,583
特別支援学校において、就学奨励費の支給につ
いて事務手続が完了したところから、支給開始。

教
育

5月
補正

214 高校生通学支援事業

通学が困難となった相双地域の生徒の通
学手段を確保するため、通学バスを運行す
るとともに、サテライト校への通学や転学を
余儀なくされた県内生徒等に対して通学費
の支援を行う。

285,621

（通学バス）　5月9日から12月20日まで運行
（通学費支援）　延べ2,430件、36,723千円を支給
　　　　　 　　　　　　　　　　　　　（11月30日現在）

教
育

5月
補正

215
スクールカウンセラー等
緊急派遣事業

避難した児童生徒等の心のケア等に対応
するため、スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーを派遣する。

273,674

(スクールカウンセラー）
これまでに、東京都、埼玉県臨床心理士会等から
160名の派遣を含め、現在、小学校93校、中学校
174校、高等学校74校、特別支援学校3校、合計
344校に派遣。
（スクールソーシャルワーカー）
本宮市、川俣町、矢吹町、会津坂下町、南会津
町、大熊町の１市５町及び各教育事務所（南会津
を除く）に計１８名を派遣。

教
育

5月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

216
高等学校奨学資金貸付
金

震災により修学環境が大きく変化した高校
生に対し、奨学資金を貸与する。

777,600

震災特例採用（条件により返還義務の免除あり）
について在学している学校を通じ募集を行った結
果、12/19時点で945件の応募あり。引き続き
2/16(最終学年は1/31)まで募集実施。
その他通常の緊急採用についても引き続き随時、
申込み受付中。

教
育

5月
補正

217
線量低減化機器等整備
事業

公立学校等において、校舎等を洗浄するた
めの機器等を整備する。

59,278

（県立学校）
緊急時避難準備区域内の学校も含め、校舎等の
洗浄を実施。引き続き、校舎等の洗浄を実施予
定。
（市町村立学校）
４１市町村（うち高圧洗浄機の申請は３９市町村）
から補助申請があり、校舎等の洗浄を実施。

教
育

3号
補正
(専決)

218
子どもの心のケア緊急
支援事業

被災した子どものＰＴＳＤの見つけ方、具体
的なケアの手法等について県内の学校関
係者に理解してもらうために、専門家による
講習会を実施する。 2,434

　県北・相双地区を対象に11月8日、会津・南会津
地区を対象に11月10日、県中・県南・いわき地区を
対象に11月17日に研修会を開催した。
　さらに、心の教育プログラムに関する実践的な研
修会を11月16日、11月25日、11月28日に開催し
た。

教
育

6月
補正

219
双葉地区教育構想緊急
対応事業

サテライト開設となった富岡高校の緊急の
寮に係る生活環境及びスポーツ競技に係る
授業トレーニング環境を整備する。 25,615

(1)寮生活環境整備
　福島市、猪苗代町に緊急の寮を設置。
(2)授業トレーニング環境等整備
　練習用具や遠征費用について支援。

教
育

6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

220
ふくしまっ子体験活動応
援事業

子どもたちが屋外での活動を控えている中
で、心身ともに伸び伸びと自然体験活動等
ができる機会を提供する。
(1)体験活動応援補助事業
　自然体験活動等を実施する市町村等に宿
泊費等を補助する。
(2)自然の家体験活動応援事業
　自然体験や創作活動等を会津自然の家
で実施する。
(3)移動教室・体験活動応援事業（10月～）
　特別活動等を県内の他地域で行う小・中
学校等に宿泊費等を補助する。

※9月までの予定だったが、平成24年3月ま
で延長

2,987,916

（12月26日現在）
(1)体験活動応援補助事業
　　補助申請を受付中。随時、交付決定。
　　申請件数　　８，２９８件、３１２，９２９人
　　　　　　　（うち、子ども２６０，６３１人）
(2)自然の家体験活動応援事業
　　日帰り：１３回開催　（終了）
　　　　　　　　（実績人数　１，７２３人）
　　宿  泊：①１泊２日　３回開催 （あと２回予定）
　　　　　　 ②２泊３日　１回開催 （あと１回予定）
　　　　　　　　　（実績人数　５６３人）
(3)移動教室体験活動応援事業
　　補助申請を受付中。随時、交付決定。
　　　　申請件数　４８０件、４１，７９２人
　　　　　　　 （うち、子ども３９，０９３人）

教
育

6月
補正

221
地域スポーツ人材の活
用実践支援事業

○中学校・高等学校の運動部活動と中学校
の武道・ダンスの授業へ地域スポーツ人材
の活用を促進しており、東日本大震災によ
り、移転を余儀なくされ、他施設での練習等
を行わなければならない学校に対して移動
費等の支援を行う。

6,855

（12月21日現在）
(1)中学校・高等学校の運動部活動
　　40人（中学校20人、高等学校20人）
(2)中学校の武道・ダンスの授業
　　23人（武道18人、ダンス5人）
(3)東日本大震災による移転中学校・高等学校の
運動部活動の支援
　　17校（中学校5校、高等学校12校）

教
育

9月
補正

222 遺跡分布調査費

常磐自動車道の供用が、福島県の復興を
後押しするとの見解から、東日本高速道路
（株）による用地買収が急速に進み、試掘調
査実施面積が増加したことによる調査費の
増

1,596

予算計上した調査対象面積については試掘調査
（現地調査）を１２月上旬に終了。
２月末に報告書刊行の予定。 教

育
9月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

223
サテライト校就職支援
事業

就職を希望する生徒が、県内で開催する就
職面接会へ参加するためのバス借上げ等
を実施する。

2,240

就職面接会（10月24日福島会場、10月31日郡山
会場、11月8日いわき会場）への参加希望者に対
して、業者と契約し、バスによる送迎を実施した。

教
育

9月
補正

224
サテライト校進学支援
事業

大学進学を希望する生徒の学力向上を図
るため、合同学習会を実施する。 1,304

相双会場が12月11日(日)及び18日(日)、県中会場
が12月10日(土)及び11日(日)にそれぞれ実施し
た。

教
育

9月
補正

225
サテライト校等特別活
動支援事業

生徒が一堂に会して卒業式等の学校行事
を行うため、バス借り上げ等を実施する。 27,107

事業実施対象校において、生徒が一堂に会する
交流会や文化祭等の学校行事を行った。今後は
卒業式の実施を予定している。

教
育

9月
補正

226
サテライト校受験者支
援事業

Ⅰ期選抜において、他地区からサテライト校
を受験する生徒に対して、受験会場までの
送迎バスを手配する。

640

Ⅰ期選抜日程：２月２日～３日。
予定台数：バス１０台
出発予定地：福島駅、郡山駅、会津若松駅、
　　　　　　　　いわき駅、猪苗代駅

教
育

12月
補正

227
安心・安全のための学
校給食環境整備事業

放射能測定システムを購入し、財団法人福
島県学校給食会に貸与する。

10,162
速やかに購入手続きに入る予定。 教

育
12月
補正

228
特別支援学校における
医療的ケア実施事業

電源を必要とする医療機器を使用している
医療的ケアが必要な特別支援学校児童生
徒等について、緊急時の電源確保のために
小型自家用発電機を整備する。

5,582

速やかに購入手続きに入る予定。
教
育

12月
補正

229
指定文化財保存活用事
業（災害復旧）

文化財保護のため、文化財所有者が東日
本大震災により被災した文化財の修復を実
施する場合に補助金を交付する。

16,263
補助要綱改正後、各事業者からの交付申請を受
け付け、交付決定していく。
（予定：国指定 ９件、県指定 ３件）

教
育

12月
補正

230
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災及びその後の余震により被
災した県立学校施設等において、大規模な
復旧事業について調査設計の委託を行う。

264,848

実施期間　H23.7.12～H24.3.30
対象施設　28校71棟（被災度区分判定の結果、調
査設計が必要と判断されたもの）のうち27校67棟
で着手済。

教
育

5月
補正

231
県立学校施設応急仮設
校舎等設置事業

東日本大震災の発生により校舎が被災した
学校や、原発事故により国から区域外への
避難指示がなされ移転を余儀なくされた学
校を対象に、応急仮設校舎の設置を行う。

2,048,767

設置数　　12箇所24棟（10校＋サテライト4校）
8月末までに完成済。

教
育

6月
補正
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

232
県立学校施設応急仮設
校舎等設置事業

分散設置をしているサテライト校の教育環
境改善のため、応急仮設校舎等の追加設
置を行う。

328,869
設置数　6箇所8棟（うち1箇所2棟はいわき明星大
学校舎使用、サテライト8校）
事業実施に向け発注手続準備中。

教
育

12月
補正

233 教育施設表土改善事業

空間線量率が１μSv/h以上の県立学校の
校庭の表土改善を行う。

943,916

実施期間　H23.6.20～H23.8.31
対象校　　28校の校庭、側溝等
実施数量　479,660㎡（校庭）、40,983m（側溝）
8月末までに完了済

教
育

3号
補正
(専決)

234 教育施設表土改善事業

空間線量率が１μSv/h以上の県立学校の
校庭の表土改善を行う。

117,580

実施期間　H23.9.26～H23.11.14
対象校　2校（原町高、相馬農業高）の校庭、側溝
等
実施数量　67,821㎡（校庭）、2,598㎡（側溝）
11月中旬までに完了済

教
育

9月
補正

235
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災により被災した県立学校施設
等について復旧を行い、早急に教育環境の
整備を図る。

600,000
教
育

1号
補正
(専決)

236
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災により被災した県立学校施設
等について復旧を行い、早急に教育環境の
整備を図る。

748,541
教
育

6月
補正

236
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災により被災した県立学校施設
等について復旧を行い、早急に教育環境の
整備を図る。

2,653,304
教
育

9月
補正

237
県立学校施設等災害復
旧事業

東日本大震災により被災した県立学校施設
等について復旧を行い、早急に教育環境の
整備を図る。

1,409,452
教
育

12月
補正

被災した県立社会教育施設において大規
模な復旧事業を行う
・県立図書館
・県立美術館
・いわき海浜自然の家

323,209

実施期間　H23.10～H24.3
対象施設　3件
事業実施に向け調査設計を実施中（いわき自然の
家）。

教
育

6月
補正

・県立美術館・・・収蔵作品の修復を行う
・いわき海浜自然の家・・・調整池の浚渫を
追加。

145,221
事業実施に向け調査設計を実施中。

教
育

9月
補正

社会教育施設災害復旧
事業

238

対象施設　1,002件（92施設）
完了数　 　664件（竣工金額割合18.7%）
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No. 事業名
事業概要 予算額

（千円）
事業の進捗状況 部

局
予算
種別

復旧・復興に関する事業の進捗状況
H23.12.28

239
社会教育施設線量低減
事業

県立施設の除染及び市町村社会教育施設
の線量低減事業への補助を行う 98,952

県立美術館（3月完了予定）及び郡山自然の家（１
月完了予定）において事業実施中。

教
育

9月
補正

240
公立学校等校庭土壌緊
急改良事業

市町村が空間線量率毎時１マイクロシーベ
ルト未満の学校等で表土の改善を行う場合
に費用の一部を補助する。

5,545,170
教
育

6月
補正

241
公立学校等校庭土壌緊
急改良事業

市町村が空間線量率毎時１マイクロシーベ
ルト未満の学校等で表土の改善を行う場合
に費用の一部を補助する。

133,971
教
育

9月
補正

242
公立学校等校舎内緊急
環境改善事業

公立幼稚園、小学校、中学校及び特別支援
学校にエアコン又は扇風機の設置を希望す
る市町村に対して、一部補助を行う。 1,976,480

補助期間　平成23年度
補助率　　 １/２の額以内
提出された事業計画書により42市町村に補助金
1,298,925千円を内示し、市町村から交付申請を受
付中。

教
育

6月
補正

243
県立学校施設内緊急環
境改善事業

県立学校施設内において中庭表土等の除
去など、空間放射線量低減対策を実施す

237,696
58校に予算配分済。58校で工事発注済。 教

育
6月
補正

244 庁舎維持管理補修事業
震災に伴う庁舎等の修繕経費
（福島・郡山免許センター庁舎・コース補修）

11,417
着手中（郡山免許センター庁舎・コース補修）、補
修工事竣工（福島免許センター庁舎・コース補修）

警
察

5月
補正

245
交通安全施設整備補助
事業

信号機、道路標識、道路標示等の交通安全
施設の復旧 547,048

一部復旧しており、その他についても契約済み又
は契約に向けた作業を進めているところである。

警
察

5月
補正

246 刑事警察支援事業
被災場所及び避難区域内外に小型よう撃
捜査支援装置100式を設置し、犯罪の検挙・
犯罪抑止にあたるもの

165,900
11/8までに100式納品済。順次設置し、運用開始。

警
察

5月
補正

247 庁舎維持管理補修事業
震災復旧に伴う庁舎等の補修経費

104,270
順次、事業に着手中 警

察
6月
補正

248 庁舎維持管理補修事業
震災復旧に伴う庁舎等の補修経費

29,537
順次、事業に着手中 警

察
9月
補正

249 警察行政事業
震災に伴う警察本部代替庁舎の借上経費
（８月～３月分）

43,479
事業実施済み 警

察
6月
補正

補助期間　平成23年度
補助率　　 １/２の額以内
市町村に補助金交付要綱を通知するとともに事業
計画書を取りまとめ交付申請を受付中。
（内示見込額　29市町村　938百万円）
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